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＜項目別評価について＞ 

公立大学法人長野県立大学評価委員会（以下「評価委員会」という。）は、公立大学法人長野県立大学（以下「県立大学」という。）が自己点

検・評価のうえ作成した「令和２年度 公立大学法人長野県立大学の業務の実績に関する報告書」の提出を受け、県立大学による令和２年度計

画の各項目の自己評価及び評価の判断理由等についてヒアリングを実施するなどして、93項目の小項目評価（ｓ～ｄの５段階）及び11項目の大

項目評価（Ｓ～Ｄの５段階）を行った。また、県立大学の自己評価と評価委員会の評価が異なった場合や、業務実績に特筆すべき点や課題等が

ある場合は、「評価委員会コメント」欄にコメントを記載した。 
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項目別評価（大項目及び小項目評価） 

中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

第１ 中期計画の期間 

   平成30（2018）年４月１日から平成36（2024）年３月31日までの６年間 

大項目    
第２ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 

１ 教育 

(1) 人材育成の方向 

アａ 総合教育科目の全

てにおいて、授業にデ

ィスカッションやデ

ィベートを含むよう

にして、学生が主体的

に授業に参加できる

ようにする。 

  【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 各学科のディプロマ・ポリ

シー（卒業認定・学位授与

の方針）とカリキュラム・

ポリシー（教育課程編成・

実施の方針）について、公

表するとともに、学生等に

対し周知を図る。 

 

・ 大学で学ぶ意義や自分の将

来像について新入生が自

ら考え、４年間の目標設定

をする機会として、学長と

の個別面談を実施する。 

 

 

 

 

 

・ ホームページ上で各学科のディプロマ・ポ

リシーとカリキュラム・ポリシーについ

て公表した。また、履修案内にディプロ

マ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーを

記載し、全学生に配付することで周知を

図った。 

 

 

・ 学長と新入生245人中235人とのオンライ

ン個別面談を７月、14日間計24回実施し

た。大学で学ぶ意義や自分の将来像につ

いて新入生が自ら考え、４年間の目標設

定をする機会となった。 

学生情報は、関係部署で共有し学生指導

に活用した。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

p.76 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
a  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 コロナ禍においても、

オンラインを活用して

新入生のほぼ全員を対

象に個人面談を実施し

た学長の努力を評価す

る。 

開学以来取り組んで

きた面談の効果検証や

学生のフォローアップ

も検討していただき、今

１ 
 
 

 
 
 
 
 
２ 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

B 大１ 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

アｂ プレゼンテーショ

ン能力、コミュニケー

ション能力、課題発

見・解決能力等の社会

人として求められる

実践的な能力を、学生

一人ひとりに合わせ

て効果的に向上させ

ることができるよう、

１年次通年必修の「発

信力ゼミ」を１クラス

学生16人程度（全15ク

ラス）の少人数クラス

により行う。 

  【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 総合教育科目の全てにおい

て、授業にディスカッショ

ン、ディベート等を含むよ

うにして、学生が主体的に

授業に参加できるように

する。 

 

・ １年次通年必修の「発信力

ゼミ」を１クラス学生16人

程度（全15クラス）の少人

数クラスにより行う。 

 

 

・ ３年次にグローバル化した

現代世界を複眼的に捉え

るための教養を形成する

「グローバル教養ゼミ」を

開講する。専攻分野とは異

なる領域について、幅広く

かつ深い学びの機会を提

供する。 

 

 

 

 

・ 総合教育科目の全てにおいて、１、２、４

学期はオンライン授業、３学期は対面授

業で実施した。授業形態に関わらず学生

が主体的に授業に参加できるようプレゼ

ンテーションやディスカッション等を導

入した。 

 

・ 「発信力ゼミ」は、全15クラスに分かれ、

16人程度の少人数クラスで実施した。発

信力ゼミ合同発表会を、コロナ禍での対

策として、２月にオンデマンド形式で開

催した。 

 

・ ３年次通年選択の「グローバル教養ゼミ」

（全学対象）を開講し、１クラス学生２～

13人程度（全６クラス）により実施し、37

人が受講した。週１コマでの開講で、専攻

分野とは異なる領域について、幅広くか

つ深い学びの機会を提供した。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

p.73 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 

後ともぜひ継続された

い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
３ 
 
 

 
 
 
 

４ 
 
 
 
 
 
５ 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

アｃ 英語における「読

む・聞く・書く・話す」

という４技能を身に

付けることができる

よう、本学の学生に合

うよう独自に構築し

た１年次・２年次必修

の英語の授業（英語集

中プログラム）を１ク

ラス学生25人程度（全

10クラス）の少人数ク

ラスにより行う。 

  【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

アｄ グローバルマネジ

メント学科は、学生が

経営学を根幹に、ビジ

 

・ 必修の英語の授業（英語集

中プログラム）を、各学生

の英語力を勘案して１ク

ラス学生25人程度（全10ク

ラス）の少人数クラスによ

り行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 各学科において、学生の興

味・関心、将来の進路等に

応じた丁寧な履修指導等

 

・ 必修の英語の授業（英語集中プログラム）

について、入学前のプレースメントテス

トの結果により、学力に応じたクラス分

けを行い、１クラス学生25人程度（全10ク

ラス）の少人数クラスで実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ グローバルマネジメント学科は、１年次

に、履修案内・学生便覧にコースごとにコ

ースツリーを掲載したほか、５月のガイ

 
p.73 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 

 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 

 
 25人程度のクラス編

成で英語の授業が行わ

れているが、TOEIC点数

の目標が３年連続で達

成できていないので、ク

ラス分けの基準（成績順

など）に工夫を凝らし、

学生の英語力を高める

取組みが必要ではない

か。 

 学生の英語に関する

評価は、少人数による英

語集中プログラムやＴ

ＯＥＩＣ対策講座など

英語力向上に関する取

組み全体を見て行うべ

きであり、また取組みの

改善も全体像を見なが

ら行う必要がある。 
 
 
 
 
 

 
６ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

７ 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

ョン実現のため、グロ

ーバルな視野で組織

等を動かすマネジメ

ント力を持ったリー

ダーへと育つよう、自

らの課題意識に応じ

て３つのコースから

選択できるカリキュ

ラムとするとともに、

主体的・専門的な学び

を促す専門ゼミを実

施する。 

  【専門ゼミ：31（2019）

年度以降毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ グローバルマネジメント学

科は、学生が選択したコー

スで自らの課題意識や将

来の進路等に応じた学び

ができるよう指導を行う

ダンスや10月のコース・ゼミナールのガ

イダンス時に、それぞれの概要を学生に

説明した。 

・ 食健康学科は、１～３年次とも授業開始当

初にオンラインガイダンスを実施し、管

理栄養士等の資格取得に必要な履修方法

を教務委員より説明した。３年生対象に

学科独自のキャリア指導を全10回実施し

た。 

・ こども学科は、１年次に、オンラインガイ

ダンス（５月）及び対面ガイダンス（10月）

にて、保育士等の資格取得に必要な履修

方法を学生に示した。 

２・３年生にはオンライン授業開始後（５

月）及び２学期の対面授業開始時に、資格

取得に必要な履修方法等のガイダンスを

実施した。また、２学期からキャリアガイ

ダンスを行い、進路に応じた就職支援を

実施した。 

 

・ ２・３年次とも履修登録時にゼミナール担

当教員が必要に応じて個別に履修指導を

実施した。その上で、「ゼミナールⅠ」（２

年次）、「ゼミナールⅡ」（３年次）ともに

各20ゼミ開講し、自らの関心のある分野

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

p.73 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
a 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
a 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「ゼミナールⅠ」、「ゼ

ミナールⅡ」は選択科目

であるため、未履修の学

生にも進路に応じた学

びや自らの関心のある

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
８ 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アｅ 食健康学科は、学生

がリーダーとなり得

る実践力を備えた管

理栄養士へと育つよ

う、世界基準である

500時間の臨地実習を

設け、積極的な履修を

促すとともに、栄養管

理マネジメントの能

力を総合的に養う。 

  【臨地実習：31（2019）

とともに、２年次以降開講

のゼミナールで、自らの関

心のある分野について主

体的な学びを促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 食健康学科は２・３年次に

臨地実習を設定し、世界標

準500時間の実習を実施す

る。実践活動の場におい

て、科学的根拠に基づいた

栄養管理マネジメントが

できる能力をかん養する

とともに、管理栄養士の自

覚と役割について理解を

深める。 

 

について主体的な学びを促した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 新型コロナの影響により予定していた実

習期間を短縮し、学内での代替授業やオ

ンラインを活用し、次のとおり実施した。 

○２年次の取組 

「臨地実習Ⅰ(学校給食センター)」：栄

養面、安全面、経済面全般のマネジメン

トを行う能力を養った（１月～３月）。 

○３年次の取組 

「臨地実習Ⅲ（保健所）」：栄養関連サー

ビスに関するプログラムの作成、実施、

評価をマネジメントする能力を養成

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

p.73 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分野について主体的な

学びを促すように努め

ることを期待する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 コロナ禍の中、オンラ

インを活用した「臨地実

習」により、対面実習を

補完する対応を行った

ことを評価する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※３つのコース 

 ・企業経営のマネジメント力等を養成する「グローバル・

ビジネスコース」 

・新たな事業を立ち上げる構想力や実践力を養成する

「企（起）業家コース」 

・地域課題を解決するための企画立案力や実践力を養成

する「公共経営コース」 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

年度以降毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

アｆ こども学科は、一人

ひとりの学生がその

適性を生かし、将来の

保育・幼児教育のリー

ダーとなり得る教育

力・実践力を備えた保

育者へと育つよう、少

人数専門ゼミを実施

し、保育臨床と往還す

る専門教育を実践す

る。 

  【専門ゼミ：31（2019）

年度以降毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ こども学科は、２・３年次

にこども学ゼミを開講し、

一人ひとりの学生にきめ

細かな専門指導を行う。加

えて、２年次は国内幼稚園

実習を、３年次は保育所実

習及び施設実習を実施し、

将来の保育・幼児教育のリ

ーダーに必要な教育力・実

践力を養う。 

（８、９月）。 

「臨地実習Ⅱ（病院）」：適正な栄養管

理、給食管理、栄養教育を行うための能

力を養った（11月～３月）。 

「臨地実習Ⅳ（福祉施設）」、「臨地実習

Ⅵ（給食施設）」：管理栄養士としての役

割を理解し、学修を更に深める（１月～

３月）。 

 

・ 感染防止対策を徹底したうえで、次のとお

り実施した。また、学生が自宅でピアノの

練習ができるよう希望者全員にキーボー

ドの貸出を行った。 

○２年次の取組 

少人数（６～７人）の「こども学ゼミⅠ」

を６グループに分けて実施。 

コロナ禍で学内での学習が制限される

中、２学期より対面授業を実施し、実習

等に必要なスキル向上を図った。 

関係機関と連携して、国内の幼稚園へ

の実習を計画通り実施した（10月、県内

幼稚園25人、県外幼稚園15人）。 

 ○３年次の取組 

「こども学ゼミⅡ」について、３つのコ

ースに分けたうえで、２～４人の少人

 
 
 
 
 
 
 
 
 

p.71 

p.74 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

数によるゼミを実施した（１月、保育所

への実習参加：県内保育所28人、県外保

育所11人）。 

  
 

 
 

 
 

イａ 海外において、実践

的な英語力、グローバ

ルな視野、逞しさなど

を身に付けることが

できるよう、２年次の

海外プログラム参加

率について100％をめ

ざす。 

【31（2019）年度以降毎年

度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ １年次の学生には、２年次

の海外プログラムに向け

た継続的な意識付けが行

えるよう、情報提供と併せ

事前学習を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ １年生を対象に海外プログラムに関する

説明会・質問会等を計12回開催し、各プロ

グラムの概要や費用、危機管理等の情報

提供を行った。また、コロナ禍によって影

響を受けている海外プログラムの延期及

び代替案について、学生、保護者への説明

並びに情報共有を行った。 

 

・ １年次の学生については、すべてのプログ

ラムを延期、または実施時期を変更し、現

地での対面実施を想定した準備を行っ

た。 

グローバルマネジメント学科生について

は、研修希望先調査を実施し、継続的な意

識付けを行った。 

事前研修として位置付けている県内企

業・施設訪問についてはコロナ禍である

こと、並びに実施スケジュールの変更に

より、令和３年度以降の実施として調整

を行った。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イｂ 学生の英語力につ 

いて、２年次修了時

ま で に 全 学 生 が

TOEIC600点以上と

・ ２年次の学生には、ゼミ単

位又は研修先単位及び学

科ごとのより具体的な事

前学習を実施する。（海外

プログラムを実施する場

合）海外プログラム参加率

100％をめざし、帰国後は

現地での経験を踏まえた

事後学習を実施する。 

 

 

 

 

 

・ 海外プログラム参加の事前

準備として、報告国及び研

修先大学等の包括的な情

報収集に資する資料を収

集・提供する。 

 

 

・ ＣＡＬＬシステムも利用し

ながら、全学生に対して、

英語運用能力を高める科

目と英語コミュニケーシ

・ ２年生を対象とした海外プログラムにつ

いては、新型コロナの影響により全てオ

ンラインによる代替実施に変更すること

となった。研修先単位及び学科毎の事前

学習を実施した 

食健康学科についてはオンラインによる

代替プログラムを実施し、全ての学生（30

人）が参加した。実施後には、次回以降の

実施改善を見据えたアンケートを実施し

た。 

グローバルマネジメント学科において

も、一部オンラインによる代替プログラ

ムを実施した。 

 

・ 令和元年度の実施経験を主として、現地の

プログラム内容や生活環境等について、

説明会及び資料等で学生に適切な情報提

供を行った。また、引率教員にも助言を得

ながら、新たに13冊の資料を収集し、図書

館への配架資料の拡充を行った。 

 

・ 英語集中プログラムとして、全学生に対し

て、正確な英語運用能力を養う科目と英

語コミュニケーション能力を高める科目

を組み合わせて、週４回オンラインにて

p.74 

p.75 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 

 コロナ禍の中、令和２

年度の海外プログラム

については、食健康学科

のオンライン代替プロ

グラムを内容を工夫し

た上で実施したほか、グ

ローバルマネジメント

学科においても一部代

替プログラムを行った

点は評価する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ２年次修了時までに

全学生がTOEIC600点以

上という目標値の達成

ができていないことか

12 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
13 
 
 
 
 
 
 
14 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

なることを最低到

達目標とするとと

もに、更なる向上を

支援し、平均点700

点以上をめざす。 

【31（2019）年度以降

毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ョン能力を高める科目と

を組み合わせて、週４回授

業を行うことにより、英語

力をバランスよく向上さ

せる。 

 

 

 

・ ３年次以降の学生を対象と

した科目を新たに開講し、

英語力をさらに向上させ

る。具体的には、高度な英

語力と、世界の文化・社会

に関する教養を同時にか

ん養する講義科目など、発

展的な英語科目を選択科

目として開講する。 

 

 

 

・ 言語教育センターにおい

て、図書館とも連携し、管

理している外国語学習用

教材の充実を図るととも

に、学生の英語運用能力を

授業を行った。ＣＡＬＬシステムを用い

た対面授業はできなかったが、Ｇｌｅｘ

ａを用いたＮＧＳＬテストならびにNGSL

学習課題を作成し、オンライン授業を実

施した。 

 

 

 

・ ３、４年次の学生の更なる英語力の向上の

ため、３年次に３つの科目群から成る英

語科目を新たにオンラインで開講した。

（延べ35人受講） 

〇英語で講義を行い、高度な英語力で世

界の文化・社会の教養を涵養する講義

科目群 

〇高度な英語コミュニケーション能力を

養う演習科目群 

〇高度な原書購読ならびに高度な英文ラ

イティングを行う演習科目群 

 

・ 言語教育センターにおいて、留学生に希望

図書アンケートを実施し、外国語学習用

教材を34点（図書34冊）購入し、図書館に

配架した。 

・ オンラインによるTOEIC対策講座を実施し

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

ら、英語集中プログラム

の更なる内容改善を含

めて目標達成に向けた

取組を検討していただ

きたい。 

 

 

 

 ３年次以降の英語力

をさらに向上させる取

組に今後も期待したい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
「TOEIC対策講座」の

実施に加えて、実施時期

や複数レベルに対応し

た講座の実施を検討し

ていただきたい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
16 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イｃ 入学時、１年次修了

時、２年次修了時にお

向上させるイベントを開

催する。 

 

 

・ 学生の英語力について、２

年次修了時までに全学生

がTOEIC600点以上となる

ことを最低到達目標とす

るとともに、更なる向上を

促し、平均点700点以上を

めざす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 英語の授業を効果的に行う

ため、入学前のプレースメ

た（32人受講）。 

 

 

 

・ ２年次の235人の学生が２月にTOEICを受

験し、600点以上は37.4％となった。 

  年度計画の目標には達しなかったが、600

点以上の学生の割合は、入学時の4.5％か

ら大きく増加した。 

平均点については、545点となったが、入

学時の418点からは127点向上した。  

目標達成に向けては、主に以下のような

取組を行った。 

○TOEIC対策を柱とする２年生科目を開

講し、TOEIC-IP試験に向けた指導の実

施。 

  ○授業でのTOEIC対策教材による指導、

TOEIC 対 策 に 特 化 し た ALC 社 の e-

learning を活用した指導の実施。 

  ○言語教育センターによるTOEIC対策講

座を新たに設置。 

 

 

・ 英語集中プログラムの実施にあたり、入学

前のプレースメントテストの結果によ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
c 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

 
 

 
 
c 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 TOEICの点数の底上げ

などは、他大学との比較

において優っている点

は評価する。ただし、３

年連続で目標値を達成

しておらず、中期計画の

目標達成に向けて、各小

項目における英語力向

上の取組みの見直しを

含めた抜本的な対策を

とる必要があると考え

られる。この取組みは県

立大学の特長の一つで

もあり、しっかり取り組

んでいただきたい。 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
17 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
18 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

いて、英語の外部試験

を実施して学修に対

するモチベーション

を高めるとともに、そ

の習熟度を測定し、結

果を検証しつつ大学

全体の結果について

公表する。 

  【試験実施：毎年度】 

  【結果公表：31（2019）

年度分から毎年度】 

 

ントテストの結果を用いて

クラス分けを行うととも

に、入学時と１年次修了時、

２年次修了時において外部

試験を実施する。また、その

習熟度を測定し、結果を検

証しつつ大学全体の結果に

ついて公表する。 

り、クラス分けを行った（10クラス）。ま

た、入学時、１年次修了時、２年次修了時

にTOEICを実施し、英語力の習熟度を測定

し、その結果を学生に示した。令和元年度

分の結果について、英語教育部会で入学

時との比較などを検証、ホームページで

公表した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 (2) 入学者の受入れ 

 

 

アａ 本学にふさわしい

意欲ある学生を確保

するため、ホームペー

ジ等はもとより、県内

高校等での説明会、模

擬授業、オープンキャ

ンパス等の積極的な

広報活動を展開して

いく。 

  【毎年度】 

・ 積極的な広報活動を展開し

ていくため、ホームページ

のリニューアルを行う。ホ

ームページや大学案内等

で、アドミッション・ポリ

シー（入学者受入れの方

針）をはじめ、教員、学生

生活、イベント等に関する

魅力ある情報を発信する。 

 

・ ７月にホームページのリニューアルを行

った。各係等でスピーディーな更新がで

きるシステム（CMS）を導入し、ホームペ

ージ訪問者の利便性向上などにつなげ

た。 

  各係に広報推進員を配置し学内情報の収

集をスピーディーで効果的なものにし

た。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 大学のホームページ

をリニューアルし、アク

セス数の向上につなが

った点や大学事務局の

各係に広報推進員を配

置し、学内情報を収集し

て公表した取組みは評

価する。 

 
 

19 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

A 大２ 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アｂ 平成32（2020）年度

からの大学入学者選

抜改革に対応すると

ともに、その間までの

志願者・入学者の状況

を検証し、県民枠の設

定、試験科目その他入

・ 広報の基本的な方針に基づ

き、積極的、かつ、効果的

に、高校訪問、模擬授業、

進路指導教員向け説明会

等の開催、オープンキャン

パス、進学相談会、ウェブ

広告等の広報活動を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 令和３年度入試から実施す

る大学入学者選抜改革に

適切に対応する。また、こ

れまでの入学者選抜の状

況を検証し、令和３年度以

降の入学者選抜方法の改

善に向け検討していく。 

・ 令和２年度の広報の基本的方針に基づき、

次のとおり積極的な入試広報活動を展開

した。 

○高校での説明会・模擬授業（県内38回、

県外７回） 

○進路指導教員向け説明会（オンライン

で実施、３回実施48名参加） 

○オープンキャンパス（Webオープンキャ

ンパスに変更し、動画配信、視聴数950

名、Web入試相談15日間実施、138名参

加） 

○進学相談会への参加（県内外39会場） 

○新たな取組として、学長による高校訪

問を実施し、高校の校長及び進路指導

主事教員に対し、本学の基本方針や教

育内容について説明する機会を設け

た。（13校） 

 

・ 大学入学者選抜改革に伴う変更に加え、

感染症予防対策が求められ、例年より検

討する事項が多くなったが、入学者選抜

方法を遅れなく適切に公表した。 

また、令和４年度から始めるグローバル

マネジメント学科編入学試験のプレスリ

リースも12月末に公表した。 

p.72 

p.76 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

p.72 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

 
 

学長が県内高校を直

接訪問して大学の広報

活動を行ったことは評

価する。 

 高校訪問をはじめと

する活動の成果として、

翌年度以降の志願者数

や受験者数の増加にど

う結びついているか検

証するため、入学者への

アンケートを実施する

など、本取組のフィード

バックに努め、県内高校

生の志願者・受験者の増

加につなげていただき

たい。 

 
 
 

 
 
 

 
 

20 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
21 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

学者選抜方法等につ

いて検討し、最適なも

のとする。 

  【32（2020）年度以降

の入学者から毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

・ 総合型・学校推薦型選抜では、全学科

対面実施での面接を見送り、オンライ

ンで実施した。また、一般選抜ではグ

ローバルマネジメント学科が個別学力

検査を見送り、大学入学共通テストの

みでの判定とした。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

イａ 編入学の実施学科、

募集人員の規模、入学

者選抜方法等につい

て検討し、平成34年度

の編入学実施の方向

で対応を進める。 

  【検討：32（2020）年

度を目途に】 

 

イｂ 単位互換について、

対象科目等について

検討し、平成33年度ま

でに実施の方向で他

大学との協議等を進

める。 

  【検討：32（2020）年

度を目途に】 

・ 編入学の実施学科、募集人

員の規模、入学者選抜方法

等について検討し、令和４

年度の編入学試験募集要

項を作成する。 

 

 

 

 

・ 単位互換の対象科目等につ

いて検討の上、他大学との

協議等を行い、単位互換制

度を構築し、その運営方法

を定める。 

・ 教務委員会に、グローバルマネジメント学

科編入学検討部会を立ち上げ、編入学の

実施学科、募集人員の規模、入学者選抜方

法等を定めた。 

・ 12月にはグローバルマネジメント学科編

入学試験実施の予告を学外公表した。 

また、学則改正を実施し、編入学に関わる

条文を追加した。 

 

・ 教務委員会に単位互換検討部会を立ち上

げ検討を進め、「高等教育コンソーシアム

信州」との単位互換の対象とする２科目

を決定した。 

・ 本学学生が他大学で履修・単位認定する際

の成績評価の記載方法など事務的な体制

を整えた。 

 a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 

 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 大学の得意とする分

野など特長を活かしつ

つ、単位互換の対象科目

の充実を検討していた

だきたい。 

 

22 
 
 
 

 
 
 
 
 
23 
 
 



14 

中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 (3) 教育の質の向上等 

 

 

アａ 成績評価にＧＰＡ

（成績評価値）を用い

て、学修成果を可視化

して学修に対するモ

チベーションを高め

るとともに、その分布

の検証と適正化を行

い、その結果を授業内

容、方法等の改善につ

なげる。【毎年度】 

 

 

 

 

 

アｂ 予習・復習の内容に

ついて、学務システム

等を用いて学生に周

知するとともに、少人

数教育を基本とした

学生と教員との距離

が近い教育を行い、活

・ 成績評価にＧＰＡ（成績評

価値）を用いて、学修成果

を可視化する。また、全学、

各学部・学科において、そ

の分布の検証や課題の整

理を行い、その結果を授業

内容、方法等の改善につな

げる。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 予習・復習等について、シ

ラバスに具体的に記載す

るとともに、学務システム

等を用いて学生に積極的

に周知する。また、学務シ

ステムが、参考文献の提示

や資料配布、レポート・課

・ 成績評価にＧＰＡを用いて学習成果を可

視化し、学期ごとにＧＰＡを学生に周知

した。 

複数教員が担当する「発信力ゼミ」におい

て、成績評価の適正化を確保するために

成績評価のルーブリック（評価基準）を構

築し、授業評価の公平性と授業内容、方法

の改善につなげた。 

 

・ 学修に対するモチベーションを高めるた

め、令和２年度成績優秀者12人に学長表

彰を実施する（表彰式は令和３年度）。ま

た、成績評価ガイドライン、成績評価の公

表（教員間のみ）の運用を進めた。 

 

・ 予習・復習等についてシラバスに具体的に

記載し、学務システムでシラバスを公表

した。ガイダンス等にて、学生へ学務シス

テムの使い方について周知した。履修案

内・学生便覧についても配布・周知した。 

・ オンライン授業とあわせて、学修ツールシ

ステムＧｌｅｘａの増強（同時アクセス

 b 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
a 

 
 
 
 
 
 

b 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
a 

 
 
 
 
 
 

 GPAを活用して学生の

成績評価を実施してい

るが、その結果を授業内

容や授業方法等の改善

につながるよう、更に取

組みを進めていただき

たい。 

24 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
25 
 
 
 
 
 
 

A 大３ 



15 

中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

発なディスカッショ

ンにつなげて授業理

解の深化を図る。 

  【毎年度】 

題提出等、教員と学生をつ

なぐ重要なツールとして

積極的かつ効果的な活用

を促進する。 

 

・ 授業にディスカッション、

ディベート等を含めるこ

とにより、学生の学びの意

識を高め、授業理解の深化

を図る。 

 

を300人まで増加）を実施した。また、教

員向けにＧｌｅｘａ使用に係る研修を実

施した。 

 

 

・ ディスカッションや資料収集、学務システ

ム、Glexa、Microsoft365各種アプリ等を

利用した課題提出等により、主体的な学

びを促し、学生の授業理解を深めた。授業

改善アンケートの項目「教員は双方向的

な授業を行う工夫をしていた」の全学平

均値は、オンライン授業が中心であった

ものの、１、２学期は全学平均4.2（５点

満点）、３、４学期は全学平均4.3と、令和

元年度並みを維持した。 

 
 
 
 
 
a 

 
 
 

 
 
 
 
 
a 

 
 
 
 
 
26  
 
 
 
 

 
 
 
 
 

イａ グローバルな社会

で活躍できるための

教養教育と専門教育

について、本学のめざ

す人材育成に適した

カリキュラムとなっ

ているか検証し、必要

に応じ、科目の追加

等、最適なカリキュラ

ムへの変更を行う。 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

【検証：33（2021）年度】 

【変更：検証結果や変更結

果を踏まえ、34（2022）年

度以降毎年度】 

 

イｂ 大学院については、

設置に向けた具体的

な計画を検討し、検討

結果について県に提

案する。 

【提案：32（2020）年度中】 

 

 

 

 

 

 

・ 大学院設置基本構想を県へ

提案する。 

 

 

 

 

 

・ ４月に大学院設置基本構想を県に提案し

た。 

令和２年度前半は大学院設置に向け県と

協議を繰り返し、11月県議会にて知事より

令和４年４月の大学院開学を目指す旨の

意思表示がなされた。 

知事の意思表示を受け、12月には、大学院

設置準備ワーキングチームを設置し、文部

科学省への設置認可申請に関する検討、申

請書作成に取り組み、令和３年３月19日付

で設置認可申請を行った。 

 
 
 
 
 

p.75 

 
 
 
 
 
s 

 
 
 
 
 
a 

 
 
 
 
 

 大学院設置構想案の

作成、県への提出を行っ

たことは評価するが、県

への提出後から設置認

可申請までの業務は定

められた手続きに沿っ

て進めるものであると

いう判断から、法人の自

己評価より低いa評価と

した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
27 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

ウａ ＦＤ研修に毎年度

１回以上参加する教

員 の 割 合 に つ い て

100％をめざすととも

に、学生による授業評

価を導入し、その結果

を授業の改善につな

げるよう取り組む。 

  【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＦＤ・ＳＤ委員会を開催し、

教育の質の向上という観

点から、ＦＤ研修の内容を

検討する。研修計画を作

成・周知の上、ＦＤ研修を

実施し、毎年度１回以上参

加する教員の割合につい

て100％をめざす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＦＤ・ＳＤ委員会において、研修の年度計

画、独自研修の企画等を検討し、研修の年

度計画を学内に周知した。教員を対象と

する研修を計11回開催し、研修内容を動

画で配信するなどの工夫により参加率向

上を図った結果、１回以上参加した教員

の割合は、100％となった。 

コロナ禍におけるオンライン授業を円滑

に進めるため、オンラインに熟知した教

職員による技術的支援やＦＤ研修等を実

施するなど、全教員がオンライン授業に

対応できるようスキルアップに取り組ん

だ。 

○ＦＤ・ＳＤ委員会と教務委員会の合同

開催によりオンラインの有効活用策検

討。 

オンライン授業課題検討部会（オンラ

イン授業支援チーム）を設け、学科ごと

の勉強会開催や教職員を恒常的にサポ

ートするヘルプデスクを設置。 

○ＦＤ・ＳＤ委員会及びオンライン授業

課題検討部会によって、本学の主な３

つの学習支援ツール（学務システム、Ｇ

ｌｅｘａ、Microsoft365各種アプリ）の

活用法を説明する動画をストリーミン

p.71 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

s 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

s 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 コロナ禍におけるオ

ンライン授業のための

スキルアップ研修など、

前年度より充実したＦ

Ｄ･ＳＤ研修を行ってお

り、研修内容の動画配信

などの工夫により教員

全員が１回以上参加し

ている点を高く評価す

る。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 学生に対する授業改善アン

ケートについて、内容や実

施時期、公表方法等を検討

の上実施し、その結果を授

業の改善につなげるよう

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グ配信し、教職員および学生が視聴し

た。 

○ＦＤ研修として、「オンライン授業スキ

ルアップ研修」や「Ｇｌｅｘａ研修」を

開催。 

 

・ 学生に対する授業改善アンケートを学期

ごとに年４回実施した。Web実施に変更し

たことで、回答率の向上や集計結果の周

知を迅速化できた。各教員がオンライン

授業の内容・方法を工夫したこともあり、

授業評価は概ね良好であった。 

  結果を授業の改善につなげるため、次の

とおり取り組んだ。 

○ＦＤ・ＳＤ委員会において、学期ごとに

アンケート結果の状況確認を行ったほ

か、理事長や学長、学部長、学科長等に

も共有した。 

また、アンケートのより効果的な分析

方法や授業改善に向けた取組の検討を

行うとともに、各授業担当教員へ担当

授業のアンケート結果に対する、授業

改善に向けた今後の方針を検討するよ

う促した。 

○令和元年度授業改善アンケート報告書

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 授業改善アンケート

結果の学内での共有、各

教員による授業改善案

の策定、学部長によるチ

ェック･指導などを評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
29 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

ウｂ 教員が相互に授業

参観を行い、自らの授

業の内容・方法の改善

に役立てるようにす

る。特に「発信力ゼミ」

など毎年度、担当教員

が交代する可能性が

ある科目については、

授業参観の実施とと

もに、年度末に、授業

成果について教員間

で意見交換を行う。 

  【毎年度】 

 

 

・ ＦＤ研修の一環として、教

員が相互に授業参観を行

い、自らの授業の内容・方

法の改善に役立てるよう

にする。「発信力ゼミ」につ

いては、教員間で優れた授

業のノウハウを共有する

とともに、年度末に、授業

成果や翌年度の授業計画

等について教員間で意見

交換を行う。 

を作成し、学内で閲覧に供した。 

 

・ 新型コロナの影響により、対面授業での教

員相互の授業参観は基本的に実施できな

かったものの、ＦＤ研修として、「オンラ

イン授業スキルアップ研修」などの開催

により、オンライン授業の内容・方法の改

善に役立てた。 

・ 「発信力ゼミ」については、特にオンライ

ン授業開始時期において、教員間の意見

交換を随時実施し、授業成果や課題整理、

内容改善を行った。４学期末には発表会

をオンラインで行い、各クラスの成果を

教員が参観した。 

 

 
 

p.71 

 
 
a 
 
 
 
 

 
 
a 
 

 

 

 ＦＤ研修としての「オ

ンラインスキルアップ

研修」の実施、及び「発

信力ゼミについての教

員間意見交換」の随時実

施を評価する。 

 
 
30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 (4) 学生への支援 

 

 

アａ 象山寮において、豊

かな人間性、主体性、

社会性、コミュニケー

ション能力等を身に

付けられるよう、教

員、地域の方などと語

・ １年次全寮制の成果を高め

るため、寮生の生活、学修

等の基本方針に基づき、寮

監等が学生サポートセン

ター、管理人等と連携して

生活、学修指導等を行う体

・ 新型コロナ感染者が出やすい集団生活の

場である寮において、これまでの１ユニ

ット16名体制を６名に変更（１部屋２人

のところ１人に変更）するなど、大幅な制

限を行い、１年生78名（留学生４名含む）

が入寮した。 

p.71 

 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

31 
 
 
 
 
 

A 大４ 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

り合う「象山未来塾」

等の学修プログラム

への参加を寮生に促

す。 

  【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アｂ 象山寮において、寮

生が自主的に協調し

制を取る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「象山未来塾」について、

寮生が多彩なゲストと語

り合い、イノベーションの

考え方に触れ、自身のキャ

リア（生き方）と向き合え

る内容・プログラムを検討

し、寮生の主体的な参加を

促す。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 寮生の自立的な生活ルール

を定め実行していくため、

また、留学生及びRAを除く入寮時期を、対

面授業の始まった第３学期に変更した。 

このほか、消毒や行動ルールの徹底、アル

バイトの事前申請（許可制）を導入のほ

か、帰省等に関しても、感染警戒レベルに

応じた行動制限を求めるなどの指導を行

った。 

 

・ オンラインを併用しながら、キャリア教育

として効果が高く、実践的な内容を再検

討した。従来は寮活動の一環として寮内

で開催していたが、三輪キャンパス（オン

ライン）において開催した。 

グローバルな世界で活躍する「新しい生

き方」をテーマに、年３回開催に計画変更

し、次のとおり実施した。（延べ140人参

加） 

○第１回（11月） 

海外における社会問題・コロナ対策に

フォーカスをあてた講義等 

○第２、３回（12月、１月） 

発想力養成プログラム 

 

・ コロナ禍に対応した寮生活を送るため、ユ

ニットリーダー会議を開催して、消毒や

 
 
 
 
 
 
 
 

p.76 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
p.76 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

て生活・活動できるよ

う、上級生がレジデン

ト・アシスタントとな

り支援する体制を執

る。 

【31（2019）年度以降毎年

度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アｃ 学生の地域との連

携・交流につながる取

組をソーシャル・イノ

ベーション創出セン

ターやキャリアセン

ユニットリーダー会議を

開催し、寮生が「象山未来

塾」、社会貢献活動を行う

サービスラーニング等の

学修プログラムへ参加す

るよう促す。 

 

 

 

・ 上級生がレジデント・アシ

スタントとなり、担当ユニ

ットを受け持ち生活面の

支援を行うほか、学修サポ

ート、交流サポート、留学

生サポートをチーム制で

担当し、１年生を学修面や

生活面で支援する。 

 

 

 

・ 地域と連携して取り組む事

業等のうち学生の関与が

可能で学生の教育に資す

ると考えられるものにつ

いては、積極的に学生を関

行動ルールについて相互に確認するとと

もに、「象山未来塾」への参加を促した。 

・ 社会貢献活動としてのサービスラーニン

グは、コロナ禍により受け入れ先が激減

したものの、ながのＮＰＯセンター提供

の「地域まるごとキャンパス」の10プログ

ラムについて説明会を自由参加で開催

し、４人が参加した。 

 

・ ＲＡ６名が担当ユニットを複数受け持ち、

１年生と同じユニットで生活しながら、

コロナ対策として重要な寮の特別運営

（消毒・行動ルール等の指導）や学修面で

のサポートを行った。 

また、ＲＡが「寮のバーチャルユニット交

流会」を企画・開催し、寮生以外の１年生

33人と、寮生の１年生17人の計50人がオ

ンラインで交流を図り、先輩による履修

相談なども行った。 

 

・ 学生が、具体的な地域の企業や自治体のプ

ロジェクトにリモート参加し、大学での

学びを実践の中で深める学習（RPBL）プロ

グラムを、地域連携のもと次のとおり実

施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
s 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
s 
 
 
 
 

 
 
 

 
  

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 地域と結びついた学

習プログラムの運営、学

生の起業が行われるほ

か、理事長裁量経費を活

用した学生主体の取組

 
 
 
 

 
 
 
 
 
34 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
35 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

ターにおいて推進す

る。 

  【32（2020）年度以降

毎年度】 

与させるよう努める。 

 

○松川町との協働によるRPBL実施（学生3

人参加） 

○カミツレ研究所（池田町）との協働によ

るRPBL実施（学生１人参加） 

○長野市政策コンテストへの学生参加

（学生約120人参加） 等 

・ 学生による起業をＣＳＩ及びアドバイザ

リー・メンバー等が支援し、２件の起業に

至った。（①グローバルマネジメント学科

３年生、11月起業、②同学部２、３年生、

３月起業） 

・ 学生が本学の理念の実現を図ることため

に行う自主的活動を支援する「理事長裁

量経費」を活用した事業として３件のプ

ログラムを採択した。 

 
 

 
 
 

 
 
 

など、一定の成果が上が

っている点を高く評価

する。  

 学生が地域課題を捉

えて、プロジェクトを立

ち上げ、それを次第にビ

ジネスにしていくとい

う一連の活動を支える

クリエイティブな場を

大学が提供しているこ

とは、大変有意義であ

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

イａ 就学困難な学生の

ための授業料減免の

実施や奨学制度の構

築を進めるとともに、

金融機関と連携して

海外プログラムに係

る支援を実施してい

く。 

  【実施：毎年度】 

 【奨学制度の構築：30

・ 就学困難な学生を支援する

ための授業料減免や奨学制

度について、国の修学支援

新制度に基づく支援を着実

に実施するほか、新たに私

費外国人留学生に対する奨

学制度を構築する。また、

金融機関と連携して海外プ

ログラムに係る支援を実施

していく。 

・ 修学支援が必要な学生に対し、新制度に基

づく支援としてJASSO（日本学生支援機

構）の給付等奨学制度及び授業料減免を

案内し、採用後は適格認定（学業）等の手

続きを行った。 

○授業料後期分減免：73人（うち第Ⅰ区分

50人、第Ⅱ15人、第Ⅲ８人） 

○奨学制度（今年度採用）：給付83人(うち

家計急変２名）、貸与（１種）71人、貸

与（２種）61人、緊急特別無利子貸与型

p.72 a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
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価 
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委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

（2018）年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イｂ 安心して学生生活

を過ごせるよう、学生

の健康診断受診率に

ついて100％をめざす

とともに、学生サポー

トセンターにおいて、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 学生の健康診断受診率につ

いて100％をめざすととも

に、学生サポートセンター

において、きめ細かに学生

の健康・メンタル、学修等

の相談に応じる。 

奨学金４人 

上記修学支援制度では非該当の外国人留

学生向けに、本学独自の減免制度を創設

し支援を行った。 

  ○授業料半額減免：５人 

  ○寮費全額減免：１人 

また、コロナ禍で家計が急変した学生向

けの支援策として、国補助制度を活用し

て本学独自の臨時的な制度を構築し、授

業料を減免した。 

  ○授業料減免：３人 

・ 海外プログラムは、JASSOの「海外留学支

援制度（協定派遣）」において、８プログ

ラムで74人、総額563万円の給付型奨学金

が採択された。 

しかし、給付型奨学金は対面実施を前提

としていることから、採択された奨学金

は実際に給付されなかった。 

 

・ ７月、９月に学生定期健康診断を実施。 

○学生の健康診断受診率：98.7％ 

   学生からの相談については、次のとお

り対応した。 

○カウンセラーにより継続的対応すると

ともに悩みの早期発見・支援に向けて

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 学生の定期健康診断

を７月と９月に実施す

るなど、受診率向上の取

組は評価するが、体調不

良等で受診できなかっ

た学生に対して受診勧
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【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 
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法
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評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

きめ細かに学生の健

康・メンタル、学修等

の相談に応じる。 

  【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 大学食堂の事業者と連携

し、学生の適切な食生活に

配慮して、朝食・昼食の提

供を行う。 

 

 

 

５月及び10月にスクリーニングを実

施。 

○コロナ禍におけるメンタルヘルスの情

報を学生に周知し、教職員にはコロナ

禍における学生への関わり方について

情報提供を実施。電話やオンラインに

よる遠隔相談を行えるようガイドライ

ンを整備し、対面以外の相談形態を増

やした。 

○保護者向けにホームページ上での学生

相談の周知。 等 

 

・ 食堂のコロナ対策として、食堂業者と連携

しながら、机上へパーテーションを設置

するとともに、消毒の徹底を行いながら

食事を提供した。 

コロナ対策に適した寮朝食の形式やメニ

ューの改善を行った。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

奨するだけでなく、その

後の状況把握などのフ

ォローアップを検討さ

れてはどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
38 
 
 
 
 
 
 

ウａ 就職、進学等に向

け、資格取得に必要な

学修支援、個別指導、

社会的自立に必要な

論理的思考力、コミュ

ニケーション能力な

・ 学生の多様性を踏まえ、キ

ャリア支援行事や「発信力

ゼミ」、インターンシップ

などの機会を活用し、学生

が進路を主体的に選択す

るためのキャリア形成支

・ 教員と連携し「発信力ゼミ」にてキャリア

教育の講座をグローバルマネジメント学

科３講座、健康発達学部４講座実施し、１

年生の初年次教育におけるキャリア教育

部門の充実を図った。 

５月にはインターンシップガイダンスを

p.72 

p.73 

p.77 

 
 
 

a 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 

 コロナ禍の中、１年次

からの「インターシップ

ガイダンス」をしっかり

行ったことや、万全の感

染防止対策をとりなが

らインターンシップを

39 
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【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 
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（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 
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目 

ど汎用的な能力の養

成を行うとともに、キ

ャリアセンターにお

いて、インターンシッ

プの実施などキャリ

ア形成や就職活動の

支援に取り組み、就職

希望者については就

職率100％をめざす。 

  【インターンシップ：

32（2020）年度以降毎

年度】 

  【就職率：33（2021）年

度以降毎年度】 

 

 

 

 

ウｂ グローバルマネジ

メント学科の学生に

ついて、選択したコー

スに応じた専門性を

生かした進路選択や

インターンシップな

ど社会と関わる経験

援や就職活動支援に取り

組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ コースの専門性を活かした

進路選択を可能にするた

めの、多様な機会を創出

し、学生が進路を主体的に

選択するためのキャリア・

就職支援を行う。 

 

開催した。コロナ禍で県内大学の多くがイ

ンターンシップを中止にする中、感染防止

対策を万全に行い、86人の学生が28企業・

団体でインターンシップに参加した。終了

後は学んだ成果を報告会で発表した。 

また、全学年、学部通じて、次のとおり支

援を行った。 

○キャリア支援サイトの登録を呼びか

け、積極的な活用を促すとともに、サイ

トへ就職に関する最新情報や動画をア

ップ。 

○個別相談の予約数増加やオンラインに

よるキャリア・就職相談の実施。 

〇就職対策オンライン講座の実施（５月

～７月、計３回）。 

○就職対策講座の実施(10月～２月、計11

回）。 等 

 

・ 夏期休暇期間中にインターンシップを実

施した。(86人参加。３年生：74人、２年

生：11人） 

２年生については、12月～１月にR-cap適

性検査を実施（受検者：164名97%）、１月

にアセスメントに関する解説講座を開講

した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 

実施したことを評価す

る。 
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評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

を通しながら、身に付

けたグローバルな視

野とリーダーシップ

を生かして、製造業、

サービス業、金融機関

等への就職、起業・創

業、家業の承継、行政

機関、公共的団体等へ

の就職等へとつなが

るキャリア支援を行

う。 

  【インターンシップ：

32（2020）年度以降毎

年度】 

 

ウｃ 食健康学科の学生

について、保健所、病

院、福祉施設、給食施

設等の臨地実習など

社会と関わる経験を

通しながら、様々な分

野で、人々の健康やＱ

ＯＬ（生活の質）の向

上に寄与する食を通

じた健康のプロフェ

 

 

 

 

 

 

・ 単位認定する選択必修科目

の「インターンシップ」を

適切に実施する。 

 

 

 

 

 

 

・ 学科の専門性を活かした進

路選択を可能にするため

の、多様な機会を創出し、

学生が進路を主体的に選

択するためのキャリア・就

職支援を行う。 

 

 

・ 食健康学科は２・３年次

に臨地実習を設定し、世

業界・企業研究会を８回開催（46社参加）、

２年生も参加可能とすることで、早期か

らの進路への意識を高めることができ

た。 

 

 

・ グローバルマネジメント学科３年生35名

が「インターンシップ」を履修し、事前研

修、実習、事後研修、成果報告会を経て、

単位認定した。 

 

 

 

 

 

・ 食健康学科の３年生を対象に進路希望調

査を実施し、結果をゼミ教員と共有した。

学生の進路への意識と方向性を確認し、

結果を踏まえた支援を行った。 

食健康学科に特化した就職ガイダンス

（８月）の実施やキャリア相談会(10月）

を実施した。 

 

・ 新型コロナの影響により予定していた実

習期間を短縮し、学内での代替授業やオ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

p.71 

 

 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
 
 コロナ禍の中、実習方

式によるインターンシ

ップのプログラムに取

り組まれた点は評価す

るが、さらに「インター

ンシップ」科目の履修率

の向上に努めていただ

きたい。 
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42 
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小 
項 
目 

ッショナルへとつな

がるキャリア支援を

行う。管理栄養士の国

家試験合格率につい

ては、100％をめざす。 

  【合格率：33（2021）

年度以降毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウｄ こども学科の学生

について、保育所、幼

稚園等の保育臨床経

験など社会と関わる

経験を通しながら、専

門ゼミなどにより、こ

どもの成長・発達をめ

界標準 500 時間の実習を

実施する。実践活動の場

において、科学的根拠に

基づいた栄養管理マネジ

メントができる能力をか

ん養するとともに、管理

栄養士の自覚と役割につ

いて理解を深める。【再

掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 学科の専門性を活かした進

路選択を可能にするため

の、多様な機会を創出し、

学生が進路を主体的に選

択するためのキャリア・就

職支援を行う。 

 

ンラインを活用し、次のとおり実施した。 

○２年次の取組 

「臨地実習Ⅰ(学校給食センター)」：栄

養面、安全面、経済面全般のマネジメン

トを行う能力を養った（１月～３月）。 

○３年次の取組 

「臨地実習Ⅲ（保健所）」：栄養関連サー

ビスに関するプログラムの作成、実施、

評価をマネジメントする能力を養成

（８、９月）。 

「臨地実習Ⅱ（病院）」：適正な栄養管

理、給食管理、栄養教育を行うための能

力を養った（11月～３月）。 

「臨地実習Ⅳ（福祉施設）」、「臨地実習

Ⅵ（給食施設）」：管理栄養士としての役

割を理解し、学修を更に深める（１月～

３月）。 

 

・ こども学科の３年生を対象に進路希望調

査を実施。その結果をゼミ教員と共有。学

生の進路への意識と方向性を確認し、結

果を踏まえた支援を行った。 

こども学科に特化した就職ガイダンス

（７月）や市町村就職説明会（２月）を実

施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 

 コロナ禍の中、臨地実

習の一部を学内での代

替実習やオンライン実

習に切り替えて実施し

たことを評価する。 
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目 

ぐる現代的な課題や

保育者の多様な役割

について理解し、保育

士、幼稚園教諭等の教

育や子育てに関わる

専門職へとつながる

キャリア支援を行う。 

  【専門ゼミ：31（2019）

年度以降毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ こども学科は、２・３年次

にこども学ゼミを開講し、

一人ひとりの学生にきめ

細かな専門指導を行う。加

えて、２年次は国内幼稚園

実習を、３年次は保育所実

習及び施設実習を実施し、

将来の保育・幼児教育のリ

ーダーに必要な教育力・実

践力を養う。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 感染防止対策を徹底したうえで、次のとお

り実施した。また、学生が自宅でピアノの

練習ができるよう希望者全員にキーボー

ドの貸出を行った。 

○２年次の取組 

少人数（６～７人）の「こども学ゼミⅠ」

を６グループに分けて実施。 

コロナ禍で学内での学習が制限される

中、２学期より対面授業を実施し、実習

等に必要なスキル向上を図った。 

関係機関と連携して、国内の幼稚園へ

の実習を計画通り実施した（10月、県内

幼稚園25人、県外幼稚園15人）。 

 ○３年次の取組 

「こども学ゼミⅡ」について、３つのコ

ースに分けたうえで、２～４人の少人

数によるゼミを実施した（１月、保育所

への実習参加：県内保育所28人、県外保

育所11人）。 

 

 

 

 

 
p.71 

 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 ２ 研究 

(1) 特色ある研究の推進 

 

ア 地域課題の解決に資

するよう、本学として重

点的に取り組むべき研

究について、テーマの明

確化を図るとともに、研

究費の学内配分等を工

夫して推進する。 

 【毎年度】 

 

イ 複雑化・多様化する課

題に対応するため、学問

領域を越えた研究や他

大学等との共同研究に

積極的に取り組む。 

 【毎年度】 

 

 

 

ウ 研究成果を地域に還

元するため、学会、学術

誌等における発表に加

えて、県民にとって具体

・ 地域課題の解決に資するよ

う、本学として重点的に取

り組むべき研究について、

テーマの明確化を図ると

ともに、研究費の学内配分

等を工夫して推進する。 

 

 

 

・ 複雑化・多様化する課題に

対応するため、学問領域を

越えた研究や他大学等と

の共同研究に積極的に取

り組む。 

 

 

 

 

・ 学会、学術誌等における発

表に加えて、県民に向けた

研究発表・講演、ホームペ

ージなどにおいて、具体的

・ 「学長裁量経費」を活用して、教員から提

案された教員の研究プロジェクトに対

し、研究費の配分を行った（13件、約357

万円）。このうち、地域課題の解決に資す

る研究は３件、約130万円で、具体的には、

野生鳥獣の食肉の消費拡大や買い物難民

の解消などの課題に取り組んだ。 

 

 

・ 学問領域を越えた研究や他大学等との共

同研究として、31件の研究課題を実施し

た。（グローバルマネジメント学科：16件、

食健康学科：11件、こども学科：４件） 

  また、他大学・NPO法人・株式会社との共

同研究を円滑に行うため、相手方との入

念な打ち合わせを通じ、契約締結などの

事務手続きを進めた。 

 

・ オンラインによる学会発表、一般雑誌への

掲載、県民に向けた研究発表や講演、ホー

ムページなどにおいて、具体的でわかり

やすい形の情報発信を行った。 

p.72 

p.77 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 

 予算に対する学長の

リーダーシップを評価

したい。教職員の意欲と

能力を最大限に引き出

すため、学長裁量経費の

活用を推進されたい。 

 
 
 
大所・高所の観点に立

った「県立大学の研究戦

略」を考えなければなら

ない時期に来ていると

考える。 

 
 
 
 
 
 
 
 

46 
 
 
 

 
 
 
 
 
47 
 

 
 
 
 
 
 
 
48 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

的でわかりやすい形で

情報発信をするととも

に、長野県に関わる資料

の収集・充実に努める。 

 【毎年度】 

でわかりやすい形の情報

発信をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 長野県に関わる資料を随時

収集する。 

 

  ○学会、学術誌等における発表実績：学会

発表18件、著書刊行16件、学術雑誌・一

般誌21件、学内共同研究４件、学外共同

研究15件 

○講演会・メディア出演：59件 

また、教員の研究活動は、ホームページへ

の再掲に加え、国立研究開発法人科学技

術振興機構が提供する研究者データベー

ス（researchmap）に掲載した。 

 

・ 長野県に関わる資料を、本学のカリキュラ

ムに関係する分野を中心に43冊収集し

た。 

本学の教育研究に寄与することを目的

に、「長野県立大学における地域資料の収

集および活用に関する方針」を策定した

（３月）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「地域資料の収集およ

び活用に関する方針」を

策定したことは評価す

るが、web上で公開され

ている行政資料等につ

いても、学生や教職員が

目的に応じて容易に検

索できるよう検討され

てはどうか。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
49 
 
 
 

 (2) 研究費の確保 

 

 

ア 科研費に係る教員の

申請率について、継続

・ 科学研究費補助金に係る

教員の申請率について、

・ 科研費申請促進策として、申請率向上のた

めのインセンティブとなるよう、「学長裁

p.78 

 
ｃ 
 

ｃ 
 

科学研究費の申請率

の向上に向け、県立大学

50 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

者を除いて毎年度80％

以上をめざすととも

に、申請手続、金銭管

理等に関する支援体制

を執る。併せて、積極

的な応募と獲得を促進

するためのインセンテ

ィブ等のあり方につい

て検討し、実施してい

く。 

 【毎年度】 

 

イ ソーシャル・イノベ

ーション創出センター

が窓口となり、共同研

究、受託研究等を積極

的に推進する。 

 【毎年度】 

継続者を除いて毎年度

80％以上をめざすととも

に、申請手続、金銭管理

等に関する支援体制を執

る。併せて、科研費申請

と特別研究費配分の関係

を検討するなど、申請の

促進策について検討し、

実施していく。 

 

 

 

・ 外部から本学との共同研

究、受託研究等を希望す

る旨の連絡をソーシャ

ル・イノベーション創出

センターが窓口として受

けた場合には、それぞれ

の担当部署に迅速に情報

を提供し、本学としての

積極的な共同研究、受託

研究等の推進につなげ

る。 

 

量経費」に関する要綱改正を７月に行い、

支援体制を整えた。 

また、教員に申請を促すため、採択された

本学教員の申請書の一部を閲覧できるよ

うにするとともに、11月の申請締切に向

けて、申請書類を事務局職員が事前確認

する等の支援を行った。 

 ○継続者を除いた申請率：33％ 

   新規申請者数：13人 

   継続研究者数：32人 

 

 

・ ＣＳＩが窓口となり、企業から共同研究

に向けた相談を２件受け、本学教員へつ

なぎ窓口機能を果たした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

の研究戦略の観点から、

研究の枠組みに関して、

大局的に見る考え方が

必要ではないか。 

科学研究費の新規申

請率は他大学と比べて

も遜色はないが、上記の

観点も含め、科学研究費

の申請率の向上に向け

しっかり取り組まれた

い。 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 ３ 地域貢献 

(1) 産学官連携 

 

ア 地域課題を解決し、

地域イノベーションを

実現するよう、本学が

中核となり、企業、大

学、県・市町村、金融

機関等が互いの長所を

生かし新たな展開につ

なげる取組を推進す

る。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本学が中核となり、企

業、大学、県・市町村、

金融機関、ソーシャル・

イノベーション創出セン

ターアドバイザリー・メ

ンバー及び地域コーディ

ネーター等と連携し、互

いの長所を生かし新たな

展開につなげる具体的な

取組を行う。 

 

 

 

 

 

・ ＳＤＧｓ（持続可能な開

発目標）を切り口とした

事業者支援を企業、県、

市町村、金融機関、産業

支援機関等と連携して推

進していく。 

 

・ 様々な機関の関わりによる地域課題解決

の体制構築や支援を次のとおり行った 。 

○包括連携協定の締結：長野県教育委員

会及びＫＤＤＩ㈱（８月） 

包括連携協定に基づく連携事業の実

施：「ベンチャー起業家講演会」の開催

（ＫＤＤＩ㈱、９月～１月、計５回） 

○アドバイザリー・メンバーや地域コー

ディネーター等と連携した市町村の取

組支援：「飯山グッドビジネス」（飯山

市）等 

〇県地域振興局が実施する、女性や若者、

地域おこし協力隊を対象とした起業塾

での講義（各３回） 等 

 

・ ＣＳＩの教職員が中心となり、ＳＤＧｓを

切り口とした事業者支援に向けて、関係

機関と連携し次のとおり取り組んだ。 

○研修等でのＳＤＧｓについての講演：

「須坂市幹部職員研修」（８月、40人全

員参加）、県内企業研修（12月）、長野吉

田高校「SDGs講演会」（２月、630人参加） 

p.72 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

p.78 

 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 寄付講座の受入れに

つながるよう企業等と

の関係づくりを進め

る。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 寄付講座の受入れにつな

がるよう、互いのメリッ

トとなるような企業等と

の息の長い関係づくりを

進める。 

○県・市主催の起業塾でのＳＤＧｓにつ

いての講義（各３回） 

○農林水産省「あふの環2030プロジェク

ト～食と農林水産業のサステナビリテ

ィを考える～」への参画：チーフ・キュ

レーターによる事業推進の助言 

○長野県契約審議会委員としてＳＤＧｓ

推進の観点から参画（３回） 等 

 

 

・ ＣＳＩが中心となり、寄付講座の受入れに

つながるよう、企業等との関係づくりを

進めた。 

〇包括連携協定の締結：長野県教育委員

会及びKDDI㈱（８月） 

・ 包括連携協定に基づく連携事業の実施：

「ベンチャー起業家講演会」開催（ＫＤＤ

Ｉ㈱、９月～１月、計５回）、県立高校「Ｊ

ＩＢＵＮ発 旅するラボ」の事業構築 

○令和元年２月に連携協定を締結した日

本ユニシス㈱との関係継続のための情

報交換の実施（随時） 

○県内企業におけるＣＳＩセンター長の

講演実施（12月、３年連続実施） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

p.80 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
寄付講座の受入れに

向けた地道な努力を評

価するが、講座開設に結

び付くよう、積極的な企

業への働きかけを期待

する。 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 (2) 地域連携 

ア ソーシャル・イノベー

ション創出センターを

窓口に、地域の人的・物

的資源を再発見して事

業創造に結び付ける取

組、健康長寿日本一を推

進する取組等と連携し、

事業者・創業者等の支

援、各種審議会への教員

派遣による助言等を行

う。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ソーシャル・イノベーショ

ン創出センターを窓口に、

地域の取組等と連携し、ア

ドバイザリー・メンバーの

知見を活かした事業者・創

業者等の支援、ソーシャ

ル・イノベーション塾の開

催等を行う。また、各種審

議会への教員派遣による

助言等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域連携の一環において、

学生が社会貢献活動に参

加する機会を設け、参加を

促す。 

 

・ ＣＳＩを窓口に、地域の取組等と連携し、

事業者・創業者等の支援を行った。 

○「信州ソーシャル・イノベーション塾」

の開催 

１日コース（10月、８人参加） 

連続コース（11月～2月、計４回、７人

参加、参加者満足度4.5（5段階 5点満

点）） 

○「飯山グッドビジネス」の支援：アドバ

イザリー・メンバーの知見を活かした、

新規ビジネスの創出支援（通年開催、GB

２期生８名参加） 

○「保健医療福祉専門職向け起業塾」（フ

ォローアップ研修も含む）の開催：チー

フ・キュレーターによる起業支援 等 

ＣＳＩを窓口となり、県及び市の審議会

等へ委員として新たに７人の教職員を派

遣した。 

 

・ 社会貢献活動の受入れ団体が激減する中、

ながのＮＰＯセンターに県立大生向けの

プログラムの提供を依頼した。１年生へ

周知を行い、オンライン形式の活動や感

染リスク対策が充分とられている活動へ

p.72 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

信州ソーシャル・イノ

ベーション塾、医療・福

祉関係のフォローアッ

プ研修を含んだ起業塾

等による起業支援の取

組を評価する。 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

 

イ 地域に開かれた大学

として、ソーシャル・イ

ノベーション創出セン

ターを窓口に、県・市町

村、県内教育機関等との

連携に取り組み、多様な

学習の場への教員派遣、

「象山未来塾」等を実施

するとともに、免許資格

のための講習等を実施

する。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ソーシャル・イノベーショ

ン創出センターを窓口に、

県・市町村、県内教育機関

等との連携に取り組み、多

様な学びの場への教職員

派遣、公開講座等を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の参加を促した。また、交通費の実費負担

分を補助するなど、限られた機会の中で

も積極的に参加できるよう支援した。 

 

・ ＣＳＩを窓口に、県内教育機関との連携に

積極的に取り組み、多様な学びの機会を

次のとおり提供した。 

特に、８月に長野県教育委員会との包括

連携協定を締結し、高校生相当を対象と

した「JIBUN発 旅するラボ（令和３年度ス

タート）」の事業構築を県教委と連携して

行った。 

○「公開講座」の開催 

「コラボ公開講座」等の開催：「長野ミ

ライ会議」との協働による学生・社会人

対象の公開講座（計４回、延べ202人参

加） 

「CSI公開講座」の開催：ＣＳＩ単独で

の学生・社会人対象の公開講座（計５

回、延べ236人参加） 

「学生先導型CSI公開講座」の開催：学

生企画による学生・社会人対象の公開

講座（計４回、延べ148人参加） 

参加者満足度平均値 4.4（５段階 ５

点満点） 

 
 
 
 

p.72 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
s 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
s 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 コロナ禍における地

域貢献として、地域の

方々と接触する機会が

非常に少なかった中で、

県教育委員会との連携

を進め、県内高校生を対

象とした事業を企画、実

施に向けて取り組まれ

ている点を高く評価す

る。次年度に向けて、一

層の地域連携、地域貢献

を期待する。 
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ウ 地域との関係づくり

を進める中で、地域の状

況に適した連携の形態

等を検討し、サテライト

拠点の具体化に向けて

地域との協議を進める。 

 【検討・協議：32（2020）

 

 

 

・ 「象山未来塾」について、

寮生が多彩なゲストと語

り合い、イノベーションの

考え方に触れ、自身のキャ

リア（生き方）と向き合え

る内容・プログラムを検討

し、寮生の主体的な参加を

促す。【再掲】 

 

 

 

 

 

 

 

・ 地域コーディネーターと連

携して地域との関係づくり

を進める中で、各地域の状

況に適した個別具体的な連

携の形態を検討する。また、

コワーキングスペース等と

も積極的に必要な連携を図

○「デリバリー・アカデミア」の開催（４

回実施）。 等 

 

・ オンラインを併用しながら、キャリア教育

として効果の高く、実践的な内容を再検

討した。従来は寮活動の一環として寮内

で開催していたが、三輪キャンパス（オン

ライン）において開催した。 

グローバルな世界で活躍する「新しい生

き方」をテーマに、年３回開催に計画変更

し、次のとおり実施した。（延べ140人参

加） 

○第１回（11月） 

海外における社会問題・コロナ対策に

フォーカスをあてた講義等 

○第２、３回（12月、１月） 

発想力養成プログラム 

 

・ ４人の地域コーディネーターを介して、 

県内各地域の情報収集・関係づくりを進

めるとともに、地域のニーズに即した支

援に次のとおり取り組んだ。 

○「飯山グッドビジネス」の支援 

○県地域振興局主催の起業塾での講義 

○地域コーディネーターが関与した長野

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
a 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 県内各地域から大学

へのつなぎ役として活

躍している「地域コーデ

ィネーター」が、コロナ

禍にも拘らず、情報収

集･関係づくりを進める

とともに、地域のニーズ
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年度を目途に】 る。 市内の取組（再掲） 等 

また、地域づくりの拠点となるコワーキ

ングスペース（茅野市、富士見町、塩尻市

等）を訪問し意見交換するとともに、県内

の全コワーキングスペースに各種イベン

トの案内を行う等関係づくりを進めた。 

に即した支援に取り組

まれていることを評価

する。こうした仕組はと

ても大事であり、ぜひ継

続してほしい。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 ４ 国際交流 

 

 

ア 海外プログラムの研

修先について、６か国

７校を維持するととも

に、さらに適した研修

先の追加も視野に、海

外の大学に研修の可能

性について提案してい

く。 

 【維持：31（2019）年

度以降毎年度】 

 

 

 

 

 

・ （海外プログラムを実施

する場合）海外プログラ

ム実施後の研修先及び教

員・学生による感想や意

見を元に、次年度に向け

た改善等の調整を必要に

応じて行う。同時に将来

的な研修先追加を視野に

入れた新規開拓も実施す

る。 

 

 

 

 

 

・ コロナ禍における海外プログラムの実施

基準を設定するとともに、海外プログラ

ムを継続的に実施するためのオンライン

の活用検討や海外大学との調整を行っ

た。 

その結果、食健康学科については、オンラ

インによる代替プログラムを実施した

（期間：３月15日～26日）。実施後には、

学生に事後アンケートを実施した。 

  他学科についても、オンラインによる新

たなプログラムを検討し、令和３年度に

延期して実施する予定。 

 

 

 

p.72 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

s 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オンライン形式によ

る海外プログラムの立

ち上げに努力された点

は評価するが、コロナ禍

でやむを得ないとはい

え、グローバルマネジメ

ント学科及びこども学

科では実施できなかっ

たことから、法人の自己

評価より低いa評価とし

た。 

 今後は、オンラインの

普及で海外との連携が

とりやすくなった環境

を活用し、海外大学の講

60 
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イ グローバルセンター

において、海外の大学

との交流協定・交換留

学協定の締結を進め、

海外からの留学生の受

入れや地域との交流、

海外への長期留学等に

ついて支援するととも

に、教職員の交流も実

施していく。 

 【締結：31（2019）年

度を目途に】 

 

 

 

 

 

 

 

・ 海外の大学との交流協

定・交換留学協定に基づ

き、学生の派遣を開始

し、受入体制を整える。

また、協定先の拡大に向

けた海外へのアプローチ

を継続的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ EJU（日本留学試験）のほ

か、JPUE（日本大学連合

 

 

 

 

 

 

 

・ 本学からの派遣に向けては、学内選考を実

施し、協定校からの入学許可の取り付け

を行うことができたが、新型コロナに伴

う渡航制限により実際の派遣はできなか

った。 

また、令和３年度後期の派遣に向けての

学内募集を行った。 

・ 学術交流面においても、James Madison 

University（アメリカ・バージニア州）

との令和４年度からの短期プログラムの

本学での受け入れについて協議を進める

とともに、APAIEオンライン大会に参加

し、学術交流協定締結に向け、アジア太

平洋域内の高等教育機関へのアプローチ

を行った。 

 

・ コロナ禍による訪日留学の需要と機会の

急激な減少に伴い、EJU（日本留学試験）

 
 
 
 
 
 
 

p.81 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

師による授業や学生･企

業等との交流プログラ

ムの構築など、具体的な

取組がさらに進むこと

を期待する。 

 
 
 コロナ禍にも拘らず、

アメリカの大学との短

期プログラム受入れ協

議を行い、またAPAIEオ

ンライン大会に参加し

て、アジア諸国の高等教

育機関との学術交流協

定締結に向けた努力を

していることを評価す

る。 
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学力試験）を活用した私

費外国人留学生選抜を実

施し、入学者獲得を目指

す。 

 

 

 

・ 留学生の獲得、海外大学

との提携等のために、海

外向けの広報を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 海外からの留学生が、日

本について学びを深める

ことが出来るよう、それ

に適した資料を収集す

が６月試験を中止したことを受け、JPUE

が実施するJPUE Home Edition(HE)を導入

し、外国人留学生の獲得に向け、利用でき

る選抜機会を増やした。11月実施の私費

外国人留学生選抜ではJPUE利用出願者１

名を確保し、その後入学に至った。 

 

・ 訪日留学案内冊子「日本留学指南」への広

告掲載及び訪日留学生向けポータルサイ

トJapan Study Supportへの情報掲載を継

続して行った。中国語圏（台湾、香港、マ

カオ、マレーシア）の訪日留学を希望して

いる高校生・保護者及び教育関係者向け

のオンライン進学説明会である「日本留

学文化展」に参加し、本学の説明及び参加

者と面接を行った。 

本学に在籍している留学生のインタビュ

ー動画（中国版）及び英語版大学紹介動画

を制作し、本説明会で使用するとともに、

海外向け広報資料の充実を図った。 

 

・ 海外からの留学生が日本について学びを

深めることができるよう、教員の助言を

得ながら図書館の特設コーナーに３冊の

追加書籍を配架するとともに、日本人学

 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
 
 
訪日留学生を対象と

したオンライン進学説

明会に参加し、積極的な

広報活動を実施してい

ることを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標設定について、単

に書籍や資料の収集と

いうだけではなく、留学

生への情報提供のあり
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る。 生を交えた交流会を７回開催して、更に

日本での生活について理解を深める機会

を設けた。 

自然災害時等に留学生がスムーズに避難

対応等を行い、母国への連絡体制等も整

備できるよう危機管理資料を作成した。 

方を含め、留学生の学び

の深化に資するような

目標を掲げて、活発で意

義ある交流に取り組ん

でいただきたい。 

 DXの流れの中で、デジ

タル資料のアクセス先

の紹介、留学生向けの電

子情報の案内役を置く

など、方向性を示して取

り組んでほしい。 

 

 
 

 
 
 

    第３ 業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 １ 運営体制の構築 

 

 

ア 理事長と学長とを別

に設ける組織の利点を

生かし、理事長は法人

経営の中心としてリー

ダーシップを、学長は

教育研究の責任者とし

てリーダーシップを発

揮して迅速な意思決定

・ 理事長は法人経営の中心

としてリーダーシップ

を、学長は教育研究の責

任者としてリーダーシッ

プを発揮して迅速な意思

決定を行うとともに、大

学運営会議において、双

方の意思決定の補助と意

・ 原則として週１回大学運営会議を開催し

た（34回）。議題ごとに適宜関係者を会

議に参加させ、必要な情報を丁寧に収集

し、論点を整理した上で、迅速な意思決

定を行った。その結果、法人経営と教育

研究双方の意見の調整が円滑に進んだ。 

 

 

 a 
 
 
 
 
 
 
 

 a 
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を行うとともに、理事

長、学長、学部長等で

構成し週１回程度開催

する大学運営会議にお

いて、双方の意思決定

の補助と意見の調整を

行う。 

 【毎年度】 

 

イ 理事会、経営審議

会、教育研究審議会が

明確な役割分担のも

と、それぞれの権限に

基づき、適切に大学運

営を行う。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

ウ 適正な大学運営を確

保するため、監事によ

る監査結果と県による

見の調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事会、経営審議会、教

育研究審議会が明確な役

割分担のもと、それぞれ

の権限に基づき審議・決

定を行い、適切に大学運

営を行う。 

 

・ 各種学内会議の開催回数

や開催方法について、よ

り効果的・効率的となる

よう年度内であっても必

要に応じて見直す。 

 

・ 適正な大学運営を確保す

るため、監事が積極的に

理事会に出席する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ コロナ禍によりオンライン開催とした

が。定款に則り、理事会（５回）、経営

審議会（５回）、教育研究審議会（３

回）を適時に開催し、審議及び決定を行

った。 

 

 

・ 原則週１回行うこととしている大学運営

会議について、議題の多い年度末は週に

複数回開催するなど、柔軟に開催した。 

 

 

 

・ 年度内に開催した理事会５回につき、都

度出席を依頼し、すべての理事会に出席

いただいた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
a 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
a 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 監事監査の対象は会

計監査及び業務監査と

広範であることから、監

 
 
 
 
 
 
 
 
 
66 
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目 

監査結果、さらに、そ

れらの大学運営への反

映状況を公表する。 

 【31（2019）年度以降

毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事や県による前年度の

監査結果と、その大学運

営への反映状況を公表す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 令和元年度の監事監査結果報告書を９月

にホームページで公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b 

事の役割を果たすには

法人評価部門・内部監査

担当者・内部統制担当者

と連携し、監査を行って

いくことが望ましい。 

 また、業務実績報告書

の法人による自己評価

の判断理由については、

エビデンスに基づいた

定量的な説明を伴う回

答とすることが望まれ

る。 

 
 本評価委員会は平成

30年度、令和元年度、令

和２年度と過去３回に

わたり長野県立大学の

評価を行ってきたが、評

価結果の大学運営への

反映状況の公表につい

ても、速やかに行われる

べきと考えるため、法人

の自己評価より低いb評

価とした。 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 ２ 組織・人事運営 

(1) 研修及び人事評価 

ア ＳＤ研修に毎年度１

回以上参加する職員の

割合について100％をめ

ざす。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 教職員の能力と実績

を適正に評価し、処遇に

反映できる制度の運用

とその検証を進める。 

 【毎年度】 

・ ＦＤ・ＳＤ委員会を開催し、

職員の資質向上という観

点から、ＳＤ研修の内容を

検討する。研修計画を作

成・周知の上、ＳＤ研修を

実施し、毎年度１回以上参

加する職員の割合につい

て100％をめざす。 

 

 

 

 

 

 

・ 教職員の業績評価制度を適

切に運用するとともに、そ

の結果を検証し改善を進

める。 

 

・ ＦＤ・ＳＤ委員会において、研修の年度計

画、独自の研修の企画等を検討し、研修の

年度計画を学内に周知した。 

また、従来は各事務部署で実施していた

事務職員向け研修についても、委員会で

状況を把握・検討し、条件に適したものを

ＳＤ研修として承認した。 

職員を対象とした研修について、３月末

までに計８回開催し、職員が参加しやす

い時間に研修を開催するなどの工夫によ

り参加率向上を図った結果、研修に１回

以上参加した職員の割合は100％となっ

た。 

 

・ 教員については、試行的に教育活動や研究

活動などを評価する活動評価（制度）をス

タートし、令和３年度以降の本格実施に

向けて取り組んだ。 

県からの派遣職員については、県の人事

評価制度に基づき評価を実施し、処遇に

反映させた。法人固有職員については、令

和２年度下半期に続き今年度も試行的に

評価を実施した。有期雇用職員について

 a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

 ＳＤ委員会を通じて

研修内容の充実に取り

組んだことを評価する。 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

は、職務遂行力評価を実施し、令和３年度

雇用契約更新に反映させた。 

 

 (2) 職員の確保 

 専門分野に精通した

職員を確保し、機能強化

を進めるため、採用方針

等を策定し、法人固有の

職員の確保に取り組む。 

 【方針等の策定：30

（2018）年度】 

・ 採用方針に基づき、専門分

野に精通した職員を確保

し、機能強化を進めるとと

もに、法人固有の職員の育

成に取り組む。 

 

 

 

 

・ 業務量等を考慮し、年度内

であっても必要に応じて

職員の配置や分担等を見

直す。 

・ 県派遣職員の法人固有職員化を積極的に

進め、事務処理スキルを蓄積した。 

大学職員に求められるスキルの向上を図

る研修会を次のとおり実施した。 

○ＳＤ研修「新たな価値を生むこれから

の大学職員の姿」（10月） 

○ＳＤＧｓ研修「大学における脱炭素社

会の取組について」（10月）。 

 

・ 新型コロナウイルス感染症対策本部会議

について、必要に応じ関係職員を構成員

へ追加するなど、コロナ禍による業務量

負担の増加に柔軟に対応している。 

 a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

    第４ 財務内容に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 １ 自主財源の増加 

 

 

 外部研究資金、受託

研究、寄附金等の獲

得、教員免許状更新講

習の実施など自主財源

の増加をめざす。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

・ 外部研究資金、受託研

究、寄附金等の獲得、教

員免許状更新講習の実施

など自主財源の増加をめ

ざす。 

 

 

 

 

 

個人等からの寄付金を募るためのクレジ

ット決済等に対応したウェブサービスを

５月から提供開始した。 

○受託研究実績：２件 490千円 

○受託事業実績：１件 500千円 

○寄附金実績：（個人）６件 279千円 

       （団体）１件 500千円 

○教員免許状更新講習の実施： 

延べ96人受講、580千円収入 

 

 a 
 

a  受託研究等の実績が

出ていることは評価す

るが、今後とも自主財源

の増加に向けて、大学を

挙げて外部資金の獲得

に取り組んでいただき

たい。 

74 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ２ 経費の節減及び資産の管理運用 

 事務処理方法等を工

夫し、経費の節減をめざ

すとともに、他団体から

の出資を受ける場合に

は、その出資金について

安定性・確実性を考慮し

た管理運用を図る。 

 【毎年度】 

・ 教職員のコスト意識の向上

に努めるとともに、事務処

理方法等を工夫し、経費の

節減を目指す。 

 

・ 長野市からの出資金及び積

立金等の余裕金について、

安定性・確実性を考慮した

管理運用を図る。 

・ 契約事務に係る研修を行い、適切な処理に

よる効率的な業務遂行に努めた。 

 

 

 

・ 公共債の金利を注視しつつ安定性、確実性

を考慮し、譲渡性預金による運用を毎月

実施した。 

 a 
 
 
 
 
a 
 
 

 

a 
 
 
 
 
a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

    第５ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 １ 自己点検・評価の実施 

 

 

 自己点検・評価を定

期的に実施し、その結

果を公表するととも

に、教育研究活動や業

務運営の改善に活用す

る。 

 【31（2019）年度以降

毎年度】 

・ 自己点検委員会を開催し、

令和元年度の業務実績報

告書の項目について、評価

基準に基づき自己点検・評

価を行い、その結果を公表

する。 

また、令和２年度計画の

進捗状況について、評価

基準に基づき中間時点で

の自己点検・評価を行

い、業務運営の改善に活

用する。 

・ 自己点検委員会を計５回開催した。コロナ

禍での開催にあたっては、対面とWeb参加

を併用する工夫を凝らした。遅滞なく学

内決定を行い、速やかにホームページで

公表した。 

・ 令和２年度計画の10月末時点の進捗状況

について、12月に中間段階での自己点検・

評価を行い、評価結果を大学運営会議に

報告した。 

・ 中期計画・年度計画、中間進捗及び業務

実績を、ＰＤＣＡサイクルに位置付け視

覚化する「管理表」を作成し、中間進捗

の評価や令和３年度計画の策定に活用し

た。 

 a 
 

a  法人の自己点検にお

ける中間進捗を可視化

し、評価結果を大学運営

会議に報告するなど、

PDCAサイクルを効果的

に機能する仕組みを構

築したことは評価する。

今後は、自己点検で得ら

れた情報を取りまとめ、

経営審議会と監事にも

報告することが望まれ

る。 

77 
 
 
 

 
 

 
 

 ２ 積極的な情報発信 

 教育研究活動の状況

についての情報の公表

はもとより、特色ある教

育、研究、地域貢献等の

活動についてわかりや

・ 積極的な情報発信を推進す

るため、ホームページのリ

ニューアルを行う。また、

ホームページを中心とし

て、教育研究活動や地域貢

・ ７月にホームページのリニューアルを行

い、教員が個々に自身の著書や論文歴な

どの研究内容を情報発信できるようにな

った。 

また、係ごとに広報推進員を置くことに

 a 
 
 
 
 

a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

すい形で発信を行い、併

せて、本学の知名度やブ

ランド・イメージの上昇

に寄与する広報活動を

推進する。 

 【毎年度】 

献活動、法人運営等の情報

をわかりやすい形で発信す

る。 

 

 

・ 広報の基本的な方針に基づ

き、進学情報誌等が提供

（公表）したデータを分析

し、知名度やブランド・イ

メージの上昇に寄与する

広報活動を展開していく。 

 

より、学内情報収集の仕組みを確立し、学

生の地域貢献活動や法人運営等の情報も

スピーディーに更新できるようになっ

た。 

 

・ 入学者の実績等を基に高校訪問を実施す

る広報活動を展開した。（高校訪問数80

校）また、一般選抜受験者をターゲットに

した広報活動を新聞紙面広告を中心に実

施した。 

また、過去３年間の志願者等のデータ分

析の結果から、学長による高校訪問を新

たに実施した。高校の校長及び進路指導

主事教員に対し、学長が本学の基本方針

や教育内容を説明し、高校の情報を共有

する機会を設けた（13校）。 

 

 
 
 
 
 
a 
 

 
 
 
 
 
a 

 
 
 
 
 
学長が県内高校を直

接訪問して志願者増加

のために大学の広報活

動を行ったことを評価

する。 
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    第６ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 １ 施設設備の整備、活用等 

 

 

 図書館（三輪キャン

パス）、講義室（後町キ

ャンパス）等について

・ 図書館、大学食堂につい

て、県民が利用しやすい

環境づくりに努める。ま

・ コロナ禍による感染拡大防止の観点か

ら、図書館、大学食堂については学外者

の利用を制限した。固定資産の貸付けに

 a 
 
 

a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

県民が活用できる態勢

を整えるとともに、学

修支援に資するＩＣＴ

環境、その他の施設設

備の維持管理を適切に

行う。 

 【毎年度】 

た、アリーナ（三輪キャ

ンパス）、講義室、ミーテ

ィングルーム（後町キャ

ンパス）等の貸付けにつ

いて、固定資産貸付要綱

に基づき適切に運用を行

う。 

 

 

・ 学内の学修支援に資する

ＩＣＴ環境、Wi-Fi環境そ

の他の施設整備の維持管

理を適切に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついても、同様の理由から外部貸出しを

制限した中、三輪通商店街の地域イベン

ト会場として駐車場を貸出し、可能な範

囲で地域住民の利用に供することに努め

た。 

 

 

 

 

・ ＩＣＴ環境、Wi-Fi環境に関し、学内の学

修支援に資する各種システムの維持管理

を適切に行った。在学生がオンライン授

業でも快適に学べるネット環境を確保す

るために、パソコンやWi-Fiルーターの貸

出を実施した。 

 

・ また、学内共通の施設設備（空調・消

防・衛生等）については、保守契約に基

づき、法定点検、環境測定などの維持管

理を適切に行った。 

加えて、北棟旧研究室の一部をゼミ室、

キャリア相談室等として改修・整備し、

令和３年度以降の教育・研究・学修・就

職支援環境の充実を図った。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 
 

コロナ禍における大

学への入構制限などに

対応するため、電子リソ

ースの充実に努めてい

るが、国内・海外の学術

書や語学テキストが豊

富な電子図書館の導入

を検討してはどうか。 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

・ メディアプラザにおい

て、学生が語学学修に専

念できる環境を維持する

とともに、ＰＣ・ＣＡＬ

Ｌ教室を開放し、学生が

パソコンを使用し自主的

に学修することができる

ようにする。 

・ メディアプラザにおいて、学生が語学学

修に専念できる環境の維持に努めた。 

・ ＰＣ・ＣＡＬＬ教室等については、感染

防止対策のため、原則授業時以外は学生

に開放しないこととした。 

a 
 
 
 
 
 
 
 

 

a 
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 ２ 安全管理 

ア 学生と教職員のキャ

ンパスにおける安全確

保や健康保持に取り組

み、良好な教育・職場環

境の維持を図る。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 学生と教職員のキャンパス

における安全・衛生管理に

ついて周知するとともに、

重大リスク事案が発生し

た際には、危機管理マニュ

アルに基づき適切に対応

する。また、衛生委員会を

開催し、教職員の健康保持

の推進に取り組む。 

 

 

・ 教職員の健康診断の受診を

徹底する。 

 

 

・ 理事長を対策本部長として新型コロナウ

イルス感染症対策本部会議を61回開催

し、情報を一元化、感染レベルに応じた適

切な対応を行った。 

教職員や学生はもとより、ホームページ

等を通して保護者への情報共有を図っ

た。 

・ 衛生委員会をメール審議及び対面会議に

より10回開催し、教職員の健康保持の推

進に取り組んだ。 

 

・ 教職員の健康診断を９月に行い、未受診者

等に対して受診勧奨、予約確認を複数回

行った。（受診率：99.2％） 

 

p.71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

s 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 

コロナ禍の中で、61回

にも及ぶ学内対策本部

会議の開催など、様々な

対応を迅速に行ったこ

とは評価するが、学生や

教職員の安全確保とい

う点で、計画どおり対応

を進めたものと判断し

て、法人の自己評価より

低いa評価とした。 

 
 
 
 

 

83 
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50 

中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

イ 象山寮のセキュリテ

ィ対策や管理人による

サポート態勢により、寮

生が安心して生活でき

る状況を確保する。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 学生・教職員が通学・通勤

時の交通安全について意

識を高めるよう、ガイダン

スなどで周知を図る。 
 

 

 

・ 安全安心な寮生活を守るた

め、危機管理体制を整える

とともに、両キャンパスに

おける防災訓練を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 寮生活に備え、麻しん・風

しんの予防接種を推奨す

るとともに、象山寮のセキ

ュリティ対策や管理人に

よるサポート態勢を維持

・ ９月のガイダンスで通学路等の交通安全

についての周知を図った。また、三輪地区

住民自治協議会安全安心部会、交通安全

協会三輪支部、三輪地区老人クラブ連合

会と連携して、11月に交通安全啓発活動

を実施した。 

 

・ 災害等のリスクに備え、危機管理の事象ご

との個別マニュアルに基づき、危機管理

体制を整えた。また、新型コロナに係る

「寮体調不良者用対応マニュアル」を策

定し、体調の状態ごとの対応体制を整え

た。 

 

・ 自衛消防団の編成を見直し、両キャンパス

において防災訓練を実施し、後町キャン

パスでは寮生も参加した。 

〇防災訓練：三輪１回（12月）、後町２回

（11月、１月） 

 

・ 入学時に実施した麻しん・風しんの罹患歴

及び予防接種歴の調査結果を踏まえ、必

要な者には予防接種を推奨した。 

寮生のコロナ感染防止のため、入寮前の

健康管理に加え、入寮日から２週間学生

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

a 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

 

 

 

 

 

ウ 海外プログラムによ

る研修中の事故等のリ

スクに備え、危機管理マ

ニュアルの策定をはじ

め、事前の準備を含めて

危機管理態勢を整える。 

 【事前準備：30（2018）

年度中】 

 【研修中の対応：31

（2019）年度以降毎年

度】 

 

する。 

 

 

 

 

・ （海外プログラムを実施す

る場合）危機管理マニュア

ルに基づき、海外プログラ

ムによる研修中の事故等

のリスクに備える。また、

令和２年度の派遣の結果

を踏まえ、改善点等の検討

を行い、危機管理マニュア

ルに順次反映させていく。 

支援係職員によるユニットの点検を行っ

たほか、管理人による消毒や見回りを増

やし、感染の疑いがある者へのすばやい

対応ができる態勢を維持した。 

 

・ 研修先国及び日本の感染状況、並びに渡

航・出入国制限等を含めた危機管理情報

に基づき、海外プログラム実施基準を定

めた上で実施可否の検討を重ねながら学

生・保護者への情報提供を的確に実施し

た。また、コロナ禍を想定し、現地で感染

した学生がいた場合の対応を含め、海外

プログラムの危機管理マニュアルの整備

を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
海外プログラムに関

する危機管理マニュア

ルについては、新型コロ

ナウイルス対応に係る

改善を行い、海外渡航し

た際の危機管理対応に

万全を期した上で実施

されるよう、引き続き体

制整備を進められたい。 

 
 
 
 
 
88 
 
 

 
 
 

 ３ 法令遵守等 

 長野県個人情報保護

条例や長野県情報公開

条例に基づき、適切な情

報管理を行うとともに、

ハラスメント防止、研究

活動上の不正防止等健

全かつ適正な大学運営

・ 情報セキュリティに関する

教職員の意識を高め、長野

県個人情報保護条例や長

野県情報公開条例に基づ

く適正な情報管理等を行

う。 

 

・ 他大学の情報セキュリティインシデント

事案や、国から提供された不審メール情

報等を、定期的に教職員・学生に周知し、

注意喚起を行うとともに、特に緊急の情

報については、メールの表題文を、誰もが

気付くような文言に工夫することにより

情報伝達の迅速化を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

a 
 
 
 
 
 
 

a 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

に取り組む。 

 【毎年度】 

 

 

 

 

・ 学内の様々なハラスメント

の防止に向けて教職員向

けの研修を行うとともに、

ハラスメント相談員や相

談体制について学生・教職

員に広く周知していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ワークライフバランス・男

女共同参画推進のため、教

職員の意識啓発を図る。ま

た、働き方改革の実現に向

け、職場環境の改善、年次

  また、長野県個人情報保護条例や長野県

情報公開条例に基づく適正な情報管理等

を行った。 

 

・ 相談員を配置し、相談体制を整えた。 

新入生にはガイドブックを配布し、ハラ

スメントについての事例や相談窓口につ

いて周知した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 労働基準法に基づく年次休暇の５日間の

取得義務について、教職員に対する周知

を複数回行った。 

○年休５日取得：100％達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

 
 
 
 

b 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 
 
 
 
 

 
 
 

 
 コロナ禍で対面によ

るハラスメント研修を

実施できなかった点は

考慮するが、様々なハラ

スメントがあり重要な

問題となっている中で、

オンライン研修による

代替措置等も活用し、対

策を推進されたい。令和

２年度は、教職員向け研

修や相談員向け研修等

の啓発・教育が実施され

ていないため、法人の自

己評価より低いb評価と

した。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
90 
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中 期 計 画 
【法人策定】 

令和２（2020）年度計画 
【法人策定】 

公立大学法人長野県立大学の判断理由 
（令和２（2020）年度計画の進捗状況） 

【法人記載】 

特
記
事
項
の
ペ
ー
ジ 

自
己
評
価 

法
人 

評
価 

評
価
委
員
会
の 

評価委員会 
コメント 

小 
項 
目 

休暇の取得促進等に取り

組む。 

 

・ 職員倫理規程等の順守につ

いて意識啓発を図るなど、

研究活動上の不正防止等

に取り組む。 

 

 

 

・ 環境方針を学内に周知し

て、省エネルギーや環境保

全活動等に取り組む。 

 

 

 

・ 職員倫理規程等の順守において、研究活動

上の不正防止等に取り組みとして、倫理

委員会では、教育・研究等について申請案

件を審査した。また、倫理委員会の委員と

して、令和元年度からの課題であった外

部委員を選任した。 

 

・ 国公立大学として、初めて再生可能エネル

ギー100％調達とすることを決定し、３月

に長野県等と共同会見を実施するととも

に、プレスリリースを行った。 

○令和３年４月から大学で消費する電力

を、長野県内の水力により発電された

電力に100％切り替え。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

p.81 

 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
s 
 

 
 
 
a 
 
 
 
 
 
 
s 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国公立大学として、初

めて再生可能エネルギー

100％調達を決定された

ことを高く評価する。 

 
 
 
92 
 

 
 
 
 
 
93 
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令和２（2020）年度 

公立大学法人長野県立大学の業務の実績に関する報告書 

（抜粋） 

 

 

令和３年６月 

公立大学法人長野県立大学 

別 冊 
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Ⅰ 大学の概要 

 

１ 法人名   公立大学法人長野県立大学 

 

２ 所在地   長野県長野市三輪８－49－７ 

 

３ 役員の状況  ※ 令和２年４月１日現在 

  理事長        安藤  国威 

  副理事長（学長）   金田一 真澄 

  専務理事（事務局長） 玉井  裕司 

  理事（学部長）    森本  博行 

  理事（外部理事）   三隅  隆司 

  監事         弓場   法（公認会計士） 

  監事         中嶌  知文（弁護士） 

 

４ 学部等の構成 

 【学部】 

  グローバルマネジメント学部 グローバルマネジメント学科 

  健康発達学部        食健康学科 

こども学科 

【附置機関】 

グローバルセンター・言語教育センター 

ソーシャル・イノベーション創出センター 

キャリアセンター 
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５ 学生数及び教職員数  ※ 令和２年５月１日現在 

 ① 学生数   727 人 

 ② 教職員数  教員 71 人、職員 47 人 

 

６ 沿革 

  平成 30 年４月 開学（公立大学法人設立） 

 

７ 大学の基本的な目標 

長野県立大学は、長野県の知の礎となり、未来を切り拓くリーダーを輩出し、世界の持続的発展を可能にする研究成果を発信することで、人

類のより良い未来を創造し、発展させる大学をめざす。 

【３つの使命】 

① リーダー輩出 

幅広い豊かな教養教育、実践重視の高度な専門教育、寮生活や海外研修などによる全人教育によって、新たな時代を担う様々な資質や

能力を備えたリーダーを輩出する。 

② 地域イノベーション 

長野県の豊かな自然や長い歴史・伝統を理解し、大切にすることを通して、県の産業・文化・生活を活性化する「知の拠点」となり、

地域に開かれた大学、地域とともに歩む大学をめざす。 

③ グローバル発信 

健全な批判精神をもち、先進的な研究はもとより、長野県の産業や文化を基盤とした学際的な研究を推進して、新たな知を創出し、そ

の成果を地域に還元するとともに、長野から世界に向けて発信する。 
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  ≪令和２年４月現在≫

＜構成＞ ＜審議事項＞
(1) 理事⻑ ア 中期目標について知事に対して述べる意⾒および
(2) 副理事⻑（学⻑） 年度計画に関すること
(3) 専務理事（局⻑） イ 法により知事の認可または承認を受けなければ
(4) ＧＭ学部⻑ ならないこと
(5) 外部理事 ウ 重要な規則の制定、改廃に関すること（学則等）

エ 予算の作成及び執⾏並びに決算に関すること
開催回数︓年４回程度 オ ⼤学の学部、学科その他重要な組織の設置、変更

又は廃止に関すること
カ その他理事会が定める重要事項

※ 監事 公認会計士、弁護士

理事会

＜構成＞
(1) 理事⻑
(2) 副理事⻑（学⻑）
(3) 専務理事（局⻑）
(4) ＧＭ学部⻑
(4) 外部委員

・⾏政関係者、県内⼤学関係者
県内企業経営者

開催回数︓年４回程度

＜審議事項＞法77条１項
法人の経営に関する重要事項を審議

＜構成＞
(1) 学⻑
(2) 局⻑
(3) 学部⻑
(4) 教育研究上の重要な組織の⻑

・学科⻑、コース⻑、各センター⻑、
学⽣⽀援委員⻑

開催回数︓年４回程度

＜審議事項＞法77条３項
⼤学の教育研究に関する重要事項を審議

＜構成＞教員会議規程2条 ＜審議事項＞教員会議規程3条
・専任教員 ①学⽣の⼊学、卒業及び課程の修了に関すること
（教授、准教授、講師、助教） ②学位の授与に関すること
・事務局 ③教育課程の編成、授業科目の改廃に関すること

④その他、学⻑が必要と認めた事項
開催回数︓⽉１回程度 ＜上記以外の機能＞

① 情報共有 ② 意⾒聴取

教員会議（各学部又は各学科）

理事長

＜構成＞
(1) 理事⻑
(2) 学⻑（副理事⻑）
(3) 副学⻑を置くときは、副学⻑
(4) 学部⻑
(5) 事務局⻑
(6) 理事⻑の指名する者

開催回数︓週１回（毎週火曜日）

＜⼤学運営会議の役割＞
ア 理事⻑、学⻑の意思決定の補助
イ 法人内の意⾒調整
ウ 情報交換・情報伝達

法 人 ・ 大 学 事 務 局

公⽴⼤学法⼈⻑野県⽴⼤学の組織

<⼤学組織>

法人委員会

教育研究審議会

<法⼈組織>

経営審議会

セ
ン
タ
ー

ソーシャル・イノベーション創出センター

グローバルセンター（学務課グローバル化推進係）

言語教育センター

キャリアセンター（学務課キャリア支援係）

（再掲）法人・大学事務局
大学運営会議

県立大学 学長

（再掲）法人・大学事務局

人事委員会

リスクマネジメント委員会

自己点検委員会 人権・ハラスメント委員会

衛生委員会

教職員から選出された委員等で構成

ＦＤ・ＳＤ委員会 教務委員会

学生支援委員会

大

学

専

門

委

員

会 図書館・紀要委員会 倫理委員会

入試委員会

図書館
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Ⅱ 事業実績の概要 

 

令和元年度末からの新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」という）の感染拡大は、大学運営にも多大な影響を与えた。本学の特

長でもある、１年次全寮制や海外プログラムをはじめとする多様な学びの実践も、縮小や延期などを余儀なくされた。 

しかしながら、こうした状況下でも、教育の質を維持・向上するため、教職員が一丸となって取り組んできた。特に、授業では、感染状況

に応じてオンライン授業を導入したが、カリキュラムや受講規模によっては対面授業と同等の効果が得られたほか、学生の満足度も高かった。 

新型コロナは、価値観や社会構造の変革を加速すると言われている。先の読めない時代だからこそ、本学の理念にもある「未来を切り拓く

リーダー」がこれからの社会に一層求められることが、改めて認識された１年となったといえる。 

こうした状況の中、県から示された中期目標を確実に達成するため、中期計画及び年度計画に基づき着実に事業を実施した。令和２年度の

活動実績は次のとおりである。 

 

 

１ 長野県立大学における新型コロナへの対応について 

  「新型コロナウイルス感染症対策本部会議」を 61 回開催し、感染状況に応じたキャンパスや寮における感染対策を検討し、迅速に講じ

た。具体的には、対策本部会議で決定した感染状況のレベルごとの対応方針を定めた「新型コロナウイルス感染状況及び活動指針」に基づ

き、学生・学外者ともにレベルに応じた入構制限を行ったほか、学内において、検温器や消毒用品の調達・設置を対面授業開始前に行い、

入構時の検温・消毒を実施するとともに、食堂を中心にパーテーションを設置するなど感染防止策を講じた。 

特記事項ｐ．71 

 

(1) 教育の質・量の維持に関する取組について 

ア オンライン授業の導入 

新型コロナの感染拡大以前と同等の規模での対面授業が困難となったことから、５月よりオンラインを積極的に導入した。導入にあた
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っては、教職員向けにオンラインに熟知した教職員による技術的支援やＦＤ研修等を実施した。学生向けには、  Ｇｌｅｘａの同時ア

クセスを 50 人から 300 人に増強したほか、希望のあった学生にパソコンや Wi-Fi ルーターの貸し出しを行うなど、環境整備に努めた。 

  イ 感染防止対策を徹底した臨地実習等の実施 

食健康学科では、予定していた実習期間を短縮したほか、学内代替授業に切り替えた実習もあったが、健康管理個人票を作成するなど

感染防止対策を徹底したうえで保健所や病院等で臨地実習を実施した。こども学科においても、十分な感染防止対策をとり、幼稚園や保

育所で実習を実施した。 

  ウ オンラインによる海外プログラムの代替実施 

海外プログラムについては、食健康学科は３月にオンラインに変更して代替実施し、全学生 30 人が参加した。グローバルマネジメン

ト学科及びこども学科は令和３年度に延期した。 

エ オンラインを活用したイベントの実施 

ソーシャル・イノベーション創出センター（以下、「ＣＳＩ」という）が主催した「公開講座・コラボ公開講座」では、オンラインの導

入により遠方からでも参加しやすくなり、１回あたりの参加人数は令和元年度を上回った。 

特記事項ｐ．71～72 

 

(2) 学生への支援に関する取組について 

 ア 経済的な支援 

 コロナ禍で家計が急変した学生向けの支援策として、高等教育の修学支援新制度に基づく授業料減免を超えて行う本学独自の支援制度

を整備し、授業料の減免を３人の学生に行った。また、新制度で非該当となる外国人留学生に対しても、独自の支援制度を新たに整備し

授業料等の減免を行った（授業料半額減免５人、寮費全額減免１人）。 

  イ 象山寮・学生交流 
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象山寮については、１年次の全員入寮を断念し、入寮時期を対面授業の始まった第３学期に変更した。入寮にあたっては、非課税世帯

や遠方学生に配慮し、１年生 78 人（留学生４人含む）とレジデント・アシスタント（以下、「ＲＡ」という）６人が入寮した（留学生及

びＲＡは４月入寮）。「寮体調不良者用対応マニュアル」を策定し、寮生から体調不良者が出た場合の対応体制を整えた。また、寮と寮外

の学生の交流場として「寮のバーチャルユニット交流会」を企画・開催し、寮外の１年生を含む 50 人が参加、先輩による履修相談等を

行った。 

ウ キャリア支援 

インターンシップについては、オンラインも積極的に活用するなど受け入れ企業と実施方法を検討し、感染防止対策を徹底した上 86

人の学生が参加した。 

特記事項ｐ．71～72 

 

２ 教育研究等の質の向上について 

(1) 教育の推進に関する取組 

  ア 発信力ゼミ 

１年次通年必修の「発信力ゼミ」は、プレゼンテーションやディスカッションを含む授業を 15 グループ、各 16 人程度の少人数で行っ

た。２月にオンラインで開催した合同発表会では、ゼミの代表がそれぞれの活動の成果を発表し、プレゼンテーション能力等の向上を図

った。また、教員間による成績評価の適正化のため、成績評価のルーブリック（評価基準）を構築し、授業評価の公平性と授業方法の改

善につなげた。 

  イ 英語集中プログラム 

１年次・２年次必修の英語集中プログラムは、学生の英語力を勘案して、25 人程度の少人数により週４回授業を行い、「読む・聞く・

書く・話す」という４技能の向上を図った。入学時、１年次修了時、２年次修了時に TOEIC を受検し、英語力の習熟度を測定し、学生に

フィードバックすることで学修に対するモチベーションの向上につなげた。 
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  ウ ゼミ・実習 

３年次からは、これまでより高度な知識・技能を学ぶ専門ゼミや臨地実習を実施し、自身の関心や将来を見据えた専門的な学びを促し

た。グローバルマネジメント学科では「ゼミナールⅡ」を 20 ゼミ開講し、自身の関心のある分野について主体的な学びを促した。食健

康学科では、「ゼミナール」及び「卒業研究」を開講したほか、保健所や病院、特別支援学校等で臨地実習を実施し、事前事後の指導も含

め、栄養管理や食育における管理栄養士としての役割を理解し、学修を深めた。こども学科では、３つのコースに分けたうえで、２～４

人の少人数による「こども学ゼミⅡ」を開講したほか、保育所への実習を行い、子どもや保育者の仕事に触れ、保育の実践力を高めた。 

  エ 海外プログラム 

海外プログラムについては、食健康学科の２年次の全学生 30 人が３月にオンラインによる代替プログラムを実施した。プログラムに

は、栄養学の講義や現地の管理栄養士による講義、オンラインフィールドワークなどを組み込み、オンラインでも専門的なレクチャーや

現地の食文化等を学べる機会とした。 

特記事項ｐ．73～75 

 

(2) 大学院の設置準備 

令和元年 10 月に大学院設置検討会議を設置して検討を重ね、令和２年３月に決定した大学院設置基本構想を４月に県へ提案した。県

と協議・検討を重ね、11 月に知事より令和４年４月に大学院開学を目指す意思表示がなされた。12 月には、大学院設置準備ワーキング

チームを設置し、設置認可申請に関する検討や申請書作成に取り組み、令和３年３月 19 日に文部科学省へ大学院設置認可申請を行った。 

特記事項ｐ．75 

 

(3) 入学者の受入れに関する取組 

  ホームページやオンラインを活用した Web オープンキャンパス・説明会等により情報発信に努めた。特に、ホームページについては、

７月にリニューアルを行い、訪問者の利便性向上等を図った。オープンキャンパスは、Web オープンキャンパスとして日時を限定せずに

実施し、950 人が動画視聴した。 
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また、新たな取組として、学長が高校 13 校を訪問し、校長などに対し、本学の基本方針や教育内容について説明した。 

特記事項ｐ．76 

 

(4) 学生へのキャリア支援に関する取組 

新入生 235 人が、オンラインにより学長との個人面談を行った。面談において大学で学ぶ意義や自分の将来像について新入生が自ら考

え、４年間の目標を確認する機会となった。 

また、３年生については、キャリア形成の一環であるインターンシッププログラムへの参加を促したほか、就職対策講座の実施など本

格的に始まった就職活動に対する支援を行った。 

特記事項ｐ．76～77 

 

(5) 研究活動の推進に関する取組 

令和２年度は 21 件の科研費採択研究に取り組んだ。科研費申請率向上のためのインセンティブとして「学長裁量経費」に関する要綱

改正を７月に行ったほか、採択された本学教員の申請書の一部を閲覧できるようにするなど、教員の積極的な申請を促す取組を強化した。 

特記事項ｐ．78 

 (6) 地域貢献の推進に関する取組 

地域に開かれた大学として、「信州ソーシャル・イノベーション塾（計 15 人参加）」、「公開講座・コラボ公開講座（計９回、延べ 438 人

参加）」等を開催した。 

また、長野県教育委員会及びＫＤＤＩ（株）と包括連携協定を締結し、本学の学生や県立高校生、長野高専生を対象に若手起業家によ

る「ベンチャー起業家講演会」を９月から開催したほか、令和３年度から実施する高校生と企業経営者の交流を図る「ＪＩＢＵＮ発 旅

するラボ」の事業構築を連携して行った。 

ＣＳＩ及びアドバイザリー・メンバー等が学生による具体的な起業２件を支援した。 

特記事項ｐ．78～81 
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(7) 国際交流の推進に関する取組 

留学生の受入については、新型コロナの影響で「2020 年度日本留学試験」の第１回（７月）が中止となる中、日本大学連合学力試験

（JPUE）を活用し香港より１人の入学者を獲得した。 

海外大学への派遣については、新型コロナの影響により最終的に留学を断念したが、令和元年度に交換留学協定を締結した２校から４

人の学生の入学許可を得た（当初の予定は令和２年後期からの派遣）。海外プログラムの研修先については、令和３年度も６か国７校に

おいて実施することとしている。 

特記事項ｐ．81 

 

３ 業務運営等について 

(1) 再生可能エネルギー100％による電力調達の宣言 

本学において使用する電力を、令和３年４月１日から全て再生可能エネルギーに切り替えることを３月に宣言し、長野県や企業などと共

同会見を行った。この取組は、国公立大学においては初めてである。 

特記事項ｐ．81 

 

(2) その他 

原則週１回（年 34 回）大学運営会議を開催した。必要な情報を丁寧に収集、論点を整理した上で、迅速な意思決定を行った。 

令和２年度計画の 10 月末時点の進捗状況について、12 月に自己点検による中間評価を行い、結果を大学運営会議に報告した。 

内部統制の取組として、令和２年３月に策定した「内部統制に関する基本方針」に基づき、「リスク評価シート」の見直しを実施したほ

か、業務フロー図の作成について検討を進めた。 

災害等のリスクに備え、三輪・後町両キャンパスにおいて防災訓練を実施し、教職員の防災意識を啓発した。 
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Ⅲ 業務の実績等 

 

１ 評価基準 

評価基準 評価 

特に優れた実績を上げている。 ｓ 

年度計画どおり実施している。（100％以上） ａ 

概ね年度計画を実施している。（80％以上 100％未満） ｂ 

年度計画を十分には達成できていない。（80％未満） ｃ 

業務の大幅な改善が必要。 ｄ 
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（目標値再掲） 

内   容 中期計画の目標値 令和２年度計画の目標値 令和２年度計画に係る実績 自己評価 

発信力ゼミ１クラス学生数 【毎年度】16人程度 第2 1(1)アｂ 16人程度 15から20人 ａ 

英語集中プログラム１クラス学生数 【毎年度】25人程度 第2 1(1)アｃ 25人程度 20から30人 ａ 

海外プログラム参加率 【31年度以降毎年度】100％ 第2 1(1)イａ 100％ 

100％（食健康学科のみ） 

※GM学科及びこども学科は令和

３年度に延期 

a 

２年次修了時までのTOEIC点数 

【31年度以降毎年度】 

全学生600点以上 

平均点700点以上 

第2 1(1)イｂ 
全学生600点以上 

平均点700点以上 

600点以上37.4% 

平均点545点 
ｃ 

ＦＤ研修に毎年度１回以上参加する

教員の割合 
【毎年度】100％ 第2 1(3)ウａ 100％ 100％ ａ 

学生の健康診断受診率 【毎年度】100％ 第2 1(4)イｂ 100％ 98.7％ ａ 

就職希望者の就職率 【33年度以降毎年度】100％ 第2 1(4)ウａ ― ― ― 

管理栄養士の国家試験合格率 【33年度以降毎年度】100％ 第2 1(4)ウｃ ― ― ― 

科学研究費補助金の申請率 【毎年度】80％以上 第2 2(2)ア 80％以上 33.3％ ｃ 

海外プログラムの研修先 
【31年度以降毎年度】 

６か国７校を維持 
第2 4  ア ６カ国７校を維持 ６カ国７校を維持 ｓ 

ＳＤ研修に毎年度１回以上参加する

職員の割合 
【毎年度】100％ 第3 2(1)ア 100％ 100％ ａ 
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中 期 計 画 令和２年度計画 令和２年度計画に係る実績 

第７ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

平成30年度～平成35年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

 

計 

 

６，５３１ 

３，２３２ 

２，８４９ 

３８３ 

１２ 

 

９，７７５ 

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

 

計 

 

９，７６３ 

１，８４３ 

６，７７２ 

１，１４８ 

１２ 

 

９，７７５ 

【運営費交付金の算定】 

県から交付される運営費交付金は、一定の

仮定の下に試算されたものであり、各事業年

度の運営費交付金は、県の予算編成過程にお

いて決定される。 

 

 

【人件費の見積り】 

 

令和２年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

収入 

運営費交付金 

授業料等減免交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

 施設整備補助金 

 目的積立金取崩収入 

計 

 

１，０４５ 

４３ 

５２６ 

４５０ 

７６ 

０ 

０ 

１９ 

１，６３３ 

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

 施設整備費 

計 

 

１，６１８ 

３１６ 

１，１０６ 

１９６ 

０ 

１５ 

１，６３３ 

  

 

 

 

 

 

令和２年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

授業料等減免交付金（補助金） 

 新型コロナウイル感染症対策助成金 

大学改革推進等補助金 

目的積立金取崩収入 

計 

 

１，０６４ 

４８２ 

４５３ 

２９ 

２ 

４０ 

１ 

１ 

４ 

１，５９４ 

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

新型コロナウイル感染症対策助成金 

 施設整備費 

計 

 

１，４９５ 

２４７ 

１，０７６ 

１７２ 

２ 

１ 

４８ 

１，５４６ 
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中 期 計 画 令和２年度計画 令和２年度計画に係る実績 

期間中総額６，７７２百万円を支出する。

（退職手当を除く。） 

人件費の見積りについては、配置計画に基

づく教職員数を踏まえ、役員の報酬及び職員

の給料・諸手当並びに法定福利費に相当する

費用を試算したものであり、定期昇給、ベース

アップは含まない。 

退職手当については、公立大学法人長野県

立大学職員退職手当規程に基づき所要額を支

給するが、各事業年度の予算編成過程におい

て算定された上で、運営費交付金として措置

される。 

 

 

 

 

 

 

２ 収支計画 

平成30年度～平成35年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

減価償却費 

臨時損失 

 

 

 

 

１０，０６７ 

８，６２７ 

１，８４３ 

１２ 

６，７７２ 

１，１４８ 

２９２ 

０ 

収入の部  

 

令和２年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

減価償却費 

臨時損失 

 

 

 

１，７２７ 

１，７２７ 

１，４００ 

２９４ 

０ 

１，１０６ 

１８４ 

１４３ 

０ 

収入の部 １，７２７ 

 

令和２年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

１，６２１ 

１，６１８ 

１，３３１ 

２５４ 

１ 

１，０７６ 

１２４ 

２ 

１ 

１６０ 

３ 

収入の部 １，６５７ 
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中 期 計 画 令和２年度計画 令和２年度計画に係る実績 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料等収益 

受託研究等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

１０，０６７ 

６，５３１ 

２，８４９ 

１２ 

２９２ 

３８３ 

０ 
 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料等減免交付金収益 

授業料等収益 

受託研究等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

目的別積立金崩額 

１，７２３ 

１，０２８ 

４３ 

４８９ 

０ 

８７ 

７６ 

０ 

４ 

純利益 ０ 
 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料等収益 

受託研究等収益 

補助金等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

１，６５４ 

９９１ 

４７９ 

２ 

４２ 

１０６ 

３４ 

３ 

純利益 

目的別積立金崩額 

総利益 

３６ 

４ 

４０ 
 

３ 資金計画 

平成30年度～平成35年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

９，７７５ 

９，２８５ 

１０２ 

３８８ 

０ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

９，７７５ 

９，７７５ 

６，５３１ 

２，８４９ 

１２ 

３８３ 

０ 

０ 

 

令和２年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

２，４３４ 

１，５４５ 

３２ 

５６ 

８０１ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等減免交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

２，４３４ 

１，６１４ 

１，０４５ 

４３ 

４５０ 

０ 

７６ 

０ 

 

令和２年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

２，８４９ 

１，４１８ 

１１１ 

５５ 

１，２６５ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

補助金等収益 

その他収入 

投資活動による収入 

２，８４９ 

１，６２２ 

１，０２３ 

４３２ 

２ 

４２ 

１２３ 

２６ 
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中 期 計 画 令和２年度計画 令和２年度計画に係る実績 

 
 

財務活動による収入 

前年度からの繰越金 

０ 

８２０ 
 

財務活動による収入 

前年度からの繰越金 

０ 

１，２０１ 
 

第８ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

２億円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及

び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることを想定する。 

１ 限度額 

２億円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及

び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることを想定する。 

１ 限度額 

２億円 

２ 借り入れの実績はない。 

第９ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

  なし   なし なし 

第10 第９の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし   なし   なし 

第11 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

  決算において剰余金が発生した場合は、教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

第12 その他 

１ 施設及び設備に関する計画 

各事業年度の予算編成過程において決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により

１ 施設及び設備に関する計画 

                （単位：百万円） 

施設及び設備の整備内容 予定額 財源 

北棟ゼミ室改修工事 １５ 
目 的 積 立

金 

 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により

業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する計画 

なし 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

１ 施設及び設備に関する実績 

（単位：百万円） 

施設及び設備の整備内容 実績額 財源 

北棟ゼミ室改修工事 ４９ 運営費交付金 

 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により業

務の財源に充てることができる積立金の処分に関す

る実績 

なし 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 
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中 期 計 画 令和２年度計画 令和２年度計画に係る実績 

業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する計画 

なし 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

なし 
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【Ⅰ 全体】 

１ 新型コロナウイルス感染症対策本部会議の開催 

令和元年度に設置した「新型コロナウイルス感染症対策本部会議（本部長：理事

長）」を 61 回開催した。対策本部会議では、新型コロナの感染拡大状況を５段階の

レベルに分け、レベルに応じた活動や施設利用の可能範囲を定めた「新型コロナウ

イルス感染状況及び活動指針」を決定した。感染状況に応じたキャンパスや寮にお

ける感染対策を検討し、迅速に講じた。また、対策本部会議に情報を一元化し、教職

員や学生はもとより、ホームページ等を通して保護者等への情報共有を図った。 

 

２ 入講制限、学内の感染防止対策 

「新型コロナウイルス感染状況及び活動指針」に基づき、年間を通じて学生・学外

者ともにレベルに応じた入構制限を行った（レベル２以上）。学外者については、大

学が認めた者のみに限って入構を許可し、図書館や大学食堂の利用や施設貸出を不

可とした。 

象山寮では、１年生全員の入寮は断念し、これまでの 1ユニット 16 名体制を６名

に変更（２人１部屋を１人１部屋に変更）するなど、大幅な入寮制限を行い、１年生

78 人（留学生４人含む）が入寮した。また、入寮時期を対面授業の始まった第３学

期に変更した（留学生は４月より入寮）。 

学内の感染防止対策として、検温器や消毒用品の調達・設置を対面授業開始前に

行い、入構時の検温・消毒を実施するとともに、飲食可能な場所の制限や食堂を中心

にパーテーションを設置するなど、感染防止対策の徹底を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ⅱ 教育】 

１ 授業等の実施方法の変更・オンラインの積極的な活用 

 ① 授業 

第１学期及び第２学期については、原則対面授業は行わず、オンライン授業とし

た。第３学期では一部対面授業を再開したものの、第４学期では第３波の影響を受

け、再度オンライン授業を基本とした。 

食健康学科は、第３学期に対面での実習及び実験を実施するとともに、第４学期

でも、感染防止対策を徹底し、対面実習および実験を実施した。こども学科でも、

感染防止対策を徹底したうえで、第２学期より対面授業及び実習を行った。 

コロナ禍におけるオンライン授業を円滑に行うとともに授業の質を維持するた

め、試験的に導入していたＧｌｅｘａの同時アクセスを 50 人から 300 人に増強し

た。このほか、オンライン授業課題検討部会（オンライン授業支援チーム）を新た

に設置し、ヘルプデスクを設けて教職員から寄せられる課題の解決を図るととも

に、ＦＤ研修として、「オンライン授業スキルアップ研修」や「Ｇｌｅｘａ研修」

等を開催した。学生を対象とした授業改善アンケート

での「授業内容のわかりやすさ」や「教員が双方向的

な授業の工夫」等の項目の全学平均値は、オンライン

授業が中心であったものの令和元年度並みを維持し

た。 

また、在学生全員が快適に学べるネット環境を確保

するため、パソコンや Wi-Fi ルーターの貸し出しを行

い、希望のあった日本全国に住む学生に郵送した。 

② 感染防止対策を徹底した臨地実習等の実施 

食健康学科では、予定していた実習期間を短縮したほか、学内代替授業に切り替

えた実習もあったが、感染防止対策を徹底したうえで２年次は給食センター、３年

次は保健所や病院、特別支援学校等で臨地実習を実施した。 

こども学科においても、十分な感染防止対策をとり、「教育実習（幼稚園実習）

Ⅰ」及び「保育所実習Ⅰ」を計画どおり実施したが、「施設実習Ⅰ・Ⅱ」及び「保

育所実習Ⅱ」は実習先の意向もあり令和３年度へ延期とした。また、ピアノの個人

演習室を使用不可としたことから、学生が自宅でピアノの練習ができるよう希望者

全員にキーボードの貸出を行った。 

 

長野県立大学における新型コロナへの対応に関する特記事項 

第２ 令和２年度（2020 年度） 公立大学法人長野県立大学の業務の実績に関する報告

［学内での感染防止対策］ 

［オンライン授業の様子］ 
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２ 海外プログラムの代替実施 

   ２年生を対象とした海外プログラムについては、海外への渡航制限や受け入れ先

の大学の都合などにより、すべての学科において実施を延期、オンラインによる代

替実施に変更した。 

食健康学科では、オンラインによる代替プログラムを３月に実施し、全学生 30

人が参加した。また、次回以降の実施改善を見据えたアンケートを実施した。 

グローバルマネジメント学科及びこども学科については、令和３年度にオンライ

ンによる代替実施を予定している（グローバルマネジメント学科では、プログラム

の一部をオンラインで実施）。１年生も、２年生となる令和３年度の実施は困難と判

断し、全学科、全プログラムの延期を決定した。 

 

３ 主催イベント 

  ① オープンキャンパス等 

    オープンキャンパスは、動画配信による Web オープンキャンパスに変更して実施

するとともに（視聴数 950 人）、Web 入試相談を 15 日間実施し、138 人が参加した。

また、高校での説明会・模擬授業（県内 38 回、県外７回）、進路指導教員向け説明

会（３回実施、48 人参加）をオンラインも活用して実施した結果、令和元年度を上

回る実績となった。 

  ② ソーシャル・イノベーション創出センター 

 ＣＳＩが企画・実施した「信州ソーシャル・イノベーション塾（計 15 人参加）」

や「公開講座・コラボ公開講座（計９回、延べ 438 人参加）」などを全てオンライ

ンにて開催した。 

また、オンラインにより遠方からも参加しやすくなったことから、「公開講座・コ

ラボ公開講座」では他県からの参加、本学受験を目指す高校生の参加もあり、１回あ

たりの参加人数は令和元年度を上回った。さらに、学生が地域で学ぶ PBL もリモー

トで実施し、コロナ禍でも学生の主体的な学びの機会を確保した。 

 

４ キャリア支援 

   インターンシップについては、受け入れ側の制限等で中止となる状況などから県内

大学の多くがインターンシップを実施しない中で、感染防止対策や参加学生の健康管

理を徹底し、一部プログラムをオンラインに変更する等、対策を講じた上で実施した。

その結果、86 人の学生が 28 企業・団体でインターンシップに参加した。 

 

【Ⅲ 入学者の受入れ】 

 １ 入試 

   ６月に文部科学省より発出された「大学入学者選抜実施要項」に基づき、入学

者選抜要項(７月公表)で感染症対策に関する項目を記載した。 

総合型・学校推薦型選抜では全学科対面実施での面接を見送り、オンラインで

実施した。一般選抜では、個別学力検査について、食健康学科では感染防止対策

を徹底し、予定通り実施した。こども学科ではオンライン面接に変更したほか、

グローバルマネジメント学科では実施を見送り大学入学共通テストのみでの判定

とした。 

【Ⅳ 学生への支援】 

１ 経済的な影響を受けた学生への支援 

修学支援が必要な学生に対し、JASSO の新制度に基づく給付等奨学制度及び授業

料等減免を案内し、採用後は適格認定（学業）等の手続きを行った。また、コロナ

禍で家計が急変した学生向けに、新制度を超えた支援策として本学独自の支援制度

を整備し、授業料の減免を３人の学生に行った。このほか、新制度において非該当

となる外国人留学生向けの支援策として、独自の支援制度を新たに整備し授業料等

の減免を行った（授業料半額減免５人、寮費全額減免１人）。 

２ 象山寮での生活支援 

 「寮体調不良者用対応マニュアル」を策定し、寮生から体調不良者が出た場合の

対応体制を整えた。 

 １年生の入寮にあたっては、非課税世帯や遠方学生の優先的な入寮に配慮すると

ともに、ＲＡが、担当ユニットを複数受け持ち、１年生と同じユニット内で生活し

ながら、健康状態のチェックや学修面でのサポートを行った。また、「寮のバーチ

ャルユニット交流会」を企画・開催し、寮生以外の１年生 33 人と、RA を含む寮生

17 人の計 50 人がオンラインで交流を図り、先輩による履修相談等を行った。 

 

【Ⅴ 研究】 

１ 「学長裁量経費」の柔軟な対応 

   コロナ禍に伴うオンライン授業への対応等により、当初の公募スケジュール（５

月募集）をずらして、８月に第１回目、10 月に第２回目の募集を実施し、13 件を採

択した。募集時期が遅れたことから、原則の年度内執行を令和３年度への繰り越し

も認めるなど柔軟に対応した 
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【Ⅰ 教育】 

１ 発信力ゼミ 

  本学では、「発信力ゼミ」を全学科で１年次通年の必修科目と位置付けている。学

んだ知識を必要な場面で発揮するためのコミュニケーション能力を養うとともに、

あるテーマについての主体的な学びを通じ、大学生に必要な論理的・批判的思考、研

究・調査のスキル、学習の姿勢、学んだ内容を口頭や文章などで他人に伝える「発信

力」の養成を狙いとしている。 

令和２年度は、15 クラス（１クラス 16 人程度）で授業を行った。１月末にクラス

ごとにグループ・個人による研究発表を実施し、学生は自らの成果を発表し評価さ

れることで、活動を振り返り、今後の学修につなげた。２月には有志のグループ・個

人によるオンラインビデオでの合同発表会を実施した。また、教員間による成績評

価の適正化を確保するため、成績評価のルーブリック（評価基準）を構築し、授業評

価の公平性と授業内容、方法の改善につなげた。 

 

２ 英語集中プログラム 

１、２年次の必修科目として英語集中プログラムを実施した。英語集中プログラム

として、学生に対して、正確な英語運用能力を養う科目と英語コミュニケーション能

力を高める科目を組み合わせて、週４回オンラインにて授業を行った。Ｇｌｅｘａを

用いたＮＧＳＬ(頻出の基本英単語)テストならびにＮＧＳＬ学習課題を作成し、オン

ライン授業を実施した。 

 

３ 象山学 

 「象山学」は、行政や企業といった様々な領域についての現実を知り、社会の理解

を深めることと、複雑で答えのない現実の課題と格闘するイノベーターの姿を自ら

の将来像や生き方を考えるきっかけとしてもらうことを狙いとして、１年次に開講

される科目である。令和２年度は、経営者や行政関係者など多様なイノベーターを

ゲストスピーカー（６人）として招いて実施した。 

 講義では、オンラインも活用し、学生とゲストスピーカーとの対話促進のため、チ

ャット機能や事前学習を通じて学生からの質問を促すと同時に、講義の振り返りの

オンライン授業において、ブレイクアウトセッションを通じて数人の学生が議論で

きる場を提供し、その結果を他学生と共有させ、学生間の学び合いを促した。 

 

４ グローバルマネジメント学科 

① 専門ゼミの開講 

異文化理解力、論理的思考力、専門的知識力、問題発見力、組織課題認識力、

起業企画力、地域課題認識力の７つの能力を開発し育てるというグローバルマネ

ジメント学科のポリシーの下、豊富なバックグラウンドを持つ専門教員による

20 の専門ゼミ（令和２年度は「ゼミナールⅠ」（２年ゼミ）が 19 ゼミ、「ゼミナ

ールⅡ」（3年ゼミ）が 20 ゼミ）を開講した。学生は各自興味関心を持つテーマ

のゼミを選択し、その専門領域における主体的な学びをスタートさせた。中には、

学習した内容を生かし、コンサルティングを行う合同会社を立ち上げるなど活動

を本格化させ、成果を挙げたゼミもあった。 

 

５ 健康発達学部 

① 「健康発達実習」でのフィールド調査及びフィールドワーク（学部共通） 

健康発達学部の学部共通科目、「健康発達実習」（1年次必修科目）は、長野市内

の認定こども園、保育所、小学校、高齢者福祉施設等の協力を得て行う授業であっ

たが、令和２年度は新型コロナの影響により学

外実習は中止となり、学内演習において、各施

設の特徴や対象者への理解を深めた。発達段階

に応じた健康増進についての調査研究として

の長野市大岡地区での農業体験・地域交流が中

止となったため、講師に来学頂き、学生との双

方向のディスカッションも含めた Zoom 講義や

演習により、課題発見につながる学びとなった。 

 

② 専門ゼミの開講・臨地実習の実施並びに実習に向けた学び（食健康学科） 

食健康学科では、３年次に「ゼミナール」及び「卒業研究」を開講し、学生は興

味を持つ分野への研究に取り組んだ。 

また、世界基準である 500 時間の臨地実習に向けて、２年次は「臨地実習Ⅰ」、

３年次には「臨地実習Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ」を実施した。学内での事前指導の後、

各実習先における臨地実習に取り組んだ。実習後の報告会は、新型コロナの影響で

実習先とはリモート対応になったものの、現場経験を有する教員等との活発な質疑

応答があり、実務体験が栄養マネジメント能力の育成に必須であることが確認され

た。 

教育研究等の質向上に関する特記事項 

［健康発達実習の様子］ 
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予定していた実習期間の短縮や、学内代替授業に切り替えた実習もあったが、栄養

管理や食育における管理栄養士としての役割を理解し、更に学修を深めた。このよ

うな管理栄養士の実践現場での学び、専門性を

活かした進路を考える土台として、１年次必修

科目である「管理栄養士活動論」が開講してい

る。行政、医療施設、企業、教育分野、福祉施

設など、第一線で活躍する管理栄養士をゲスト

スピーカーとして招き、学生との双方向のディ

スカッションも含めた講義により、臨地実習先

での活動のイメージを共有できるようなカリ

キュラムの組み立てとなっている。 

 

③ 専門ゼミの開講と実習（こども学科） 

「保育・教育コース」「保育表現コース」「心理・支援コース」の３コースに分か

れ、３年次の専門ゼミ「こども学ゼミⅡ」を開講した。各コースの教員による連携

授業の後、学びを深めたい内容に応じてゼミの配属が決定した。各ゼミには２～３

人が配属され、それぞれの指導教員の下で４年

次の卒業研究へとつながるゼミナール活動が始

まった。 

また、コロナ禍で、予定されていた３年次の

「施設実習Ⅰ」及び「保育所実習Ⅱ」「施設実習

Ⅱ」が令和３年度に延期となったが、10 月には

２年生の「幼稚園教育実習Ⅰ」、１月には、半年

延期された３年生の「保育所実習Ⅰ」が行わ

れ、子どもや保育者の仕事に触れ、保育の実践力

を高める学びとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 海外プログラムの実施 

① 新型コロナの感染拡大に伴う実施可否の判断基準 

新型コロナの世界的規模における感染拡大によって、本学の海外プログラムの

実施も甚大な影響を受ける中、「新型コロナウイルス感染症対策本部会議」におい

て検討や協議を重ねた上で、実施可否については、令和３年度以降も見据えた以

下の基準を設けた。 

 ＊外務省によって設定される研修先国への渡航危険レベルが１以下であること 

＊研修先国が日本からの入国を２週間の隔離なしに受入れていること 

＊研修先の大学等が本学のプログラムを受け入れ可としていること 

＊学生など一般の人々にとって有効なワクチンが利用可能であること 

＊治療方法が確立していること 

以上の基準を踏まえ、令和元年度入学者（２年生）を対象とした海外プログラム

については全てオンラインによる代替実施に切り替えることを判断した。 

 

② 食健康学科２期生の海外プログラム実施 

食健康学科の海外プログラムは、アメリカ（ミズーリ大学コロンビア校）とニュ

ージーランド（AIC クライストチャーチ工科大学）の２か所を実施先としているが、

令和２年度についてはニュージーランドに実施先を統合した上で、オンラインによ

る代替プログラムを実施した。日程は３月 15 日～３月 26 日で、食健康学科の２期

生全学生（30 人）が参加した。 

オンラインであっても同等の学びを得られるような、プログラムを構築すること

を重視し、現地渡航により実施する予定であった内容をオンラインに置き換えるこ

とを基本方針とした。実施元の AIC クライストチャーチ工科大学においても初と

なる試みであったため、大学ウェブサイトなどでも大きく取り上げられた。 

 

 

［臨地実習後の報告会の様子］ 

［ゼミナール活動の様子］ 
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＜実際のプログラム＞ 

 

プログラムの構成は、英語授業、栄養学授業、現地管理栄養士講義、学生交流、グルー

プディスカッション、オンラインホームステイ、調理実習、オンラインフィールドワーク

などが組み込まれた。 

英語授業については、事前のクラス分けテストによって能力別に２クラスを編成し、い

ずれも本学学生のみのクローズドクラスとした。内容は、General English と New Zealand 

study を基軸とした授業構成を行い、オンラインの特性を生かしながらのディスカッショ

ン、また、専門の栄養学の語彙向上やオンラインホームステイとの対話トピックの検討な

ど、他のアクティビティとも連携しながら実施した。 

栄養学授業は、レクチャー型の栄養学講座と、実践型の調理技能クラス（パブロバ製作）

を実施した。 

現地管理栄養士講義は、現地の管理栄養士による音声付説明資料による事前予習を

行いつつ、当日は学生との質疑応答を中心に実施したほか、オンラインで病院を訪問

し、院内の設備やキッチン施設の訪問を行った。また、現地で管理栄養士として活躍す

る講師を招き、日本で取得した管理栄養士資格の有効性や海外就労を含め、学生達にと

ってロールモデルの一つとなるようなキャリア学習セッションを実施した。 

 

 

学生交流は、AIC クライストチャーチ工科大学で日本語学科に所属する学生たち

との交流を行い、学生によるプレゼンテーションや対話交流を実施した。 

オンラインホームステイは、ニュージーランドらしさを体験できるアクティビテ

ィで、希望者 17 人が参加した。プログラム構築段階において、学生からの交流希

望アンケートをもとに現地のホストファミリーとのマッチングを行った。学生２～

３人に対して１ホストを選定、英語授業との連動、また参加学生の交流意欲なども

見られた。 

オンラインフィールドワークは、現地の日本人プロガイドによる現地食文化探

訪を実施し、学習テーマとして、スーパーマーケット、ニュージーランドにおける

日本食文化、ニュージーランドの外食文化を

設定し、概ね一つのテーマに７～８人の学生

を参加させる少人数制とした。 

期間中、学生と担当教員は三輪キャンパス 

に集合し、教員はプログラム運用や学生への

指導、現地との通信、トラブル発生時の対応

をグローバルセンターと協働で実施した。 

 

 

７ 長野県立大学大学院設置認可申請  

令和元年 10 月に大学院設置検討会議を設置して検討を重ね、令和２年３月に決

定した大学院設置基本構想を４月に県へ提案し、令和２年度前半は大学院設置に向

け県と協議を行った。ソーシャル・イノベーション研究科、ヘルス・ニュートリシ

ョン研究科の在り方について県とともに検討し、11 月県議会にて知事より令和４

年４月の大学院開学を目指す旨の意思表示がなされた。 

知事の意思表示を受け、12 月には、新たに、大学院設置準備ワーキングチームを

設置した。ワーキングチームを３度開催し、各研究科において構想内容の実現へ必

要な大学院教員の選定を進めるとともに、各研究科に構想内容の実現へ必要な大学

院教員(予定)の選定を進めるとともに、随時文部科学省への設置認可申請に関する

検討、申請書作成に取り組んだ。また、並行して企業・自治体などへの社会需要調

査により大学院への進学ニーズを分析した上で、文部科学省への大学院設置認可申

請を令和３年３月 19 日に行った。 

 

 

［オンラインプログラムの様子］ 
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【Ⅱ 入学者の受入れ】 

  本学のアドミッション・ポリシーに即した意欲ある入学生の確保と、本学への理解者

（保護者や高校教員等）を増やすため、積極的に入試広報活動を展開した。 

  志願者総数（一般選抜・推薦・特別選抜）は、1,204 人(県内：393 人、県外：811 人)

となり、令和２年度の 1,015 人(県内：398 人、県外 617 人)から増加した。 

 

１ オープンキャンパス 

  本学の魅力（理念やミッション）を伝え、知名度や社会的評価を高めるための取組

として企画していたオープンキャンパスは、新型コロナの感染防止対策等の観点か

ら、Web オープンキャンパスに変更した（動画視聴数 950 人）。対面実施していた相

談コーナーは Web 入試相談とし、15 日間開催した。（参加者数 138 人）。 

配信動画では、視聴者である高校生等の進路選択に役立つ内容を学科別に制作し

た（在学生による学科紹介、教員紹介、模擬授業等）。また、本学の特長である１年

次全寮制の紹介や英語集中プログラム、海外プログラム、キャンパスやセンター紹

介動画も制作し、教職員が一体となり特長をアピールする機会とした。 

 

２ 説明会・模擬授業の開催 

  県内外の高校からの要望を踏まえ、本学キャンパスの見学受入れや本学教員を高

校へ派遣し、教員による模擬授業や入試説明会を実施した（県内高校中心に 45 回）。 

また、県内の全ての高校及び入学実績のある県外高校の進路指導教員を対象とし

た説明会をオンラインで開催した（３回、48 人参加）。 

 

３ 新聞広告等 

民間企業等が主催する進学相談会（県内外の大学が会場内にブースを設置）は新

型コロナの影響で昨年より参加数が減少したが、積極的に参加した（県内外 19 回）。 

また、県内外の一般選抜受験者をターゲットとして、新聞紙面広告を 12 月から１

月までも期間に集中的に展開（県内 10 紙、県外 10 紙）するなど、共通テスト後の

受験者獲得のための取組を行った。 

 

 

 

 

【Ⅲ 学生への支援】 

１ キャリア支援 

① 学長面談 

従来は対面で面談を実施していたが、コロナ禍での対応としてオンライン実施と

した。新入生が学長と１人約５分ずつ個人面談を行い、入学の動機、４年間の目標

などを確認した。初めてのオンライン実施となったが、対面よりも緊張せず面談に

臨めたという声も多くあった。面談シートを事前回収しており、面談前に学長がシ

ートに十分目を通すことで、５分間という短い時間でもしっかり意思確認ができる

よう工夫した。 

また、事務職員が各面談に同席しており、学生の様子などを細かくチェックし、

面談記録を作成し、その後の学生生活上の支援の参考にした。 

② 象山寮学修サポート －象山未来塾－ 

寮での学修サポートの一環として位置

づけられている「象山未来塾」は、入寮制

限を行ったこととに伴い、全１年生が出席

できるようオンライン形式に変更して、計

３回開催した（延べ140人が参加）。 

リモートを生かし、アメリカ在住の

ゲストを迎え、海外における社会問題に

ついての講義・ワークを実施したほか、企業の社員を講師に迎え、ゲーム感覚で課

題解決のための発想力やコミュニケーション力を育てるプログラムを実施した。オ

ンラインならではの講義＋ワークを取り入

れたことで、自分のキャリアについて実践的

に向き合う機会となった。 

 

 

 

＜３回のプログラム＞ 

第１回 グローバルな世界で活躍したいあなたに贈る「新しい生き方」のススメ 

第２回 IDEATION FACTORY VOL.１ 

第３回 IDEATION FACTORY VOL.２ 

[ゲストスピーカーの講義(オンライン)]

[ゲーム感覚で行う実践型プログラムの

様子(オンライン)] 
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③ キャリア形成・就職支援 

１年生には、「発信力ゼミ」でキャリア教育を３講座設け、自己理解と職業選択の

重要性を解説し、早期から体系的なキャリア形成支援を行った。 

２年生には、進路の方向性を本格的に検討する４学期に、職業選択につながる自

己理解のためのＲ－ｃａｐ適性検査の受検機会を提供。受検結果解説講座を開講し、

自己分析につながる活用方法について説明した。このほか、業界・企業研究会への参

加機会を設けるなど、３年次から始まる就職活動を前に、進路に関する選択肢を広

げる機会を積極的に持つことで、主体的な進路選択へと導く支援を行った。 

３年次の学生については、次のとおり、インターンシッププログラムへの参加を

促したほか、本格的に始まった就職活動に対する支援を行った。 

   ○ 独自のインターンシッププログラム 

  感染防止対策を徹底し安全面に十分に配慮した上で、キャリアセンター主催イ

ンターンシッププログラムを実施した。 

５月にインターンシップガイダンスを開催し、その後の

マッチングを経て、最終的には86人が参加した。このう

ち、グローバルマネジメント学科３年生35名が「インター

ンシップ」を履修し、単位認定した。 

実習前にはオンラインを活用し４回の事前研修を行い

実習の意義やビジネスマナーを学生にレクチャーした。実習中はキャリアセンター

職員が受入先を訪問し、学生の様子を確認したほか、企業との関係構築に努めた。 

実習後には振り返りの事後研修と成果報告会を開催した。教職員や受入れ企業の

担当者も参加し、実習で学んだ成果などを発表した。 

 

   

                        

 

 

 

 

○ 就職支援の充実 

10月～２月にかけて、計11回の就職対策講座を重点的に開講した。対面、オンライ

ンを併用し、３年生がコロナ禍で厳しい状況にある就職活動を乗り切るため集中的

に支援した。11月～２月にかけて、県内46の優良企業・団体の人事担当者による業

界・企業研究会を計８回開催した。学生は、求める人材像、仕事内容等、 

希望企業の説明を直接担当者から聞くことがで

き、高い満足度が得られた。 

また、２年生も参加可能とすることで、早期からの

進路への意識を高めた。個別支援体制についても、

個別相談の予約数の増加やオンライン相談の受付な

どにより、キャリア相談の質・量を充実させた。 

   

  [３年生向けの主な就職支援] 

全
学
科
共
通 

10～２月 

外部講師による全８回の実践対策講座の開講 

（自己分析、応募書類作成、グループディスカッション対策

等） 

11～２月 
業界・企業研究会を８回開催(延べ710人が参加) 

（計46社が参加、オンラインも活用しながら実施） 

11/28 

先輩との座談会 

（卒業生がいない中でも、公立大学の卒業生である企業の現

役採用担当者を招いてのＯＢ訪問を体験） 

２/24 
集団面接実践講座 

（対面型及びWeb型集団面接を体験） 

食
健
康
学
科 

８/５ 

就職ガイダンス 

（管理栄養士の資格を活かした進路、採用情報の探し方、就

職活動スケジュール等を説明） 

こ
ど
も
学
科 

７/28 

就職ガイダンス 

（保育士や幼稚園教諭の資格を活かした進路、採用情報の探

し方、就職活動スケジュール等を説明） 

２/５ 
市町村就職説明会 

（県内６市の採用担当者を招いたガイダンスを開催） 

 

④ 学生の主体的な取り組みへの支援 

在学生自らが立案した計画に基づく自主的活動により、本学の理念の実現を図る

ことを目的とする「理事長裁量経費」を活用した事業として３件のプログラムを採

択した。（平成 30 年度２件、令和元年度２件をそれぞれ採択。）令和２年度におい

ては、ゲストスピーカーを招き「グローバルとは何か」を見直すイベントや環境問

題、フードロスに関する事業などを採択している。 

 

[ホテルでの実習] 

[新聞社での実習] [農業体験実習] [販売接客実習] 

[就職対策講座] 
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【Ⅳ 研究】 

１ 科学研究費助成事業等主な外部研究資金の獲得状況（令和２年度） 

① 科学研究費助成事業 

本学教員が研究代表者となっているものは継続を含め、21 件であった。 

 

［基盤研究（Ｂ）］：10 件 

区分 件数 配分額 

代表者分 １ 2,340 千円 

分担者分 ９ 1,589 千円 

 

［基盤研究（Ｃ）・挑戦的研究・若手研究］ 

研究区分 計 

 

配分額 新規件数 継続件数 

代
表
者
分 

基盤研究（Ｃ） 13 ５ ８ 20,492 千円 

挑戦的研究（萌芽） １ ０ １ 3,580 千円 

若手研究 ６ １ ５ 5,979 千円 

分
担
者
分 

基盤研究（Ｃ） 14 ７ ７ 27,324 千円 

挑戦的研究（萌芽） ３ １ ２ 10,864 千円 

若手研究 － － － － 

 

② その他の外部研究資金   

外部研究資金の種類 件数 配分額 

受託研究 ３ 1,190 千円 

【Ⅴ 地域貢献】 

１ 産学官連携の取組 

① 自治体・企業等との連携 

県、市町村及び企業等と連携し、互いの長所を活かしながら地域におけるソーシ

ャル・イノベーションを創出するため、新たな展開につながる取組を行った。 

具体的には、８月に新たな包括連携協定を、長野県教育委員会及びＫＤＤＩ㈱と

締結した。また、飯山市の「飯山グッドビジネス」、松川町の「生きるとつくるを

つなぐ自律分散型社会の仕組みづくり事業」、県、県木曽・北信地域振興局が行う

女性や若者、地域おこし協力隊向けの起業塾の実施等を支援した。 

 

③ ＳＤＧｓ支援の取組 

ＣＳＩの職員が中心となり、関係機関と連携しながらＳＤＧｓを切り口とした

事業者支援に取り組んだ。 

具体的には、県や市町村主催の各起業塾（計６回）、須坂市幹部職員研修（８

月）、長野吉田高校（２月）において、チーフ・

キュレーター及び CSI 職員がＳＤＧｓに関する

講演等を行った。 

また、国や県と連携した新たな取組として、

チーフ・キュレーターが農林水産省の「あふの

環 2030 プロジェクト」、「長野県 SDGｓ推進企業

登録制度」、「長野県契約審議会」に参画し

助言等を行った。 

 

 

２ 地域連携の取組 

① 地域の人的・物的資源を事業創造に結び付ける取組や事業者・創業者等の支援 

（ＣＳＩ） 

飯山市においてアドバイザリー・メンバーの知見

を活かしながら市と連携して「飯山グッドビジネ

ス」を実施することにより、事業者のブラッシュア

ップによる地域活性化を支援した。 

また、県内企業が自社の資源を再発見して新たな

事業創造に結び付ける取組の支援（ＣＳＩセンタ

ー長による講演）を行った。 

さらに、県北信地域振興局「地域おこし協力隊

起業塾」、県木曽地域振興局による女性・若者を対象とした「ＫＩＳＯ女性わか

者起業塾」の実施を支援し（チーフ・キュレーターによる講義）、女性や若者、

地域おこし協力隊による社会的起業を促進した。 

② 県長野保健福祉事務所との連携事業（食健康学科） 

県長野保健福祉事務所健康づくり支援課と連携し、３年生３人とともに、令和元

年度に県庁食堂に設置した栄養情報提供媒体の卓上メモを１月に刷新した。長野

県民の食生活の課題である食塩の過剰剰摂取と野菜摂取量減少の解決を目的と 

[長野吉田高校講演（オンライン）] 

[ＫＩＳＯ女性若者起業塾] 
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して栄養健康情報の提供を行い、食堂利用者やスタッフから、正しい情報収集と

行動変容の動機付けになったとの評価を得た。 

また、２、３年生７名とともに「若い世代の健康

づくり」事業の一環として、野菜および果物の適量

摂取を図ることを目的に普及啓発用リーフレットを

３月に作成した。若者に対して、身近にある野菜や

果物のよさを認識する機会の創出や健康づくりに対

する意識の醸成につなげた。 

 

③ 災害時に活用できるレシピ集の発刊（食健康学科） 

  応用栄養学を学ぶ３年生 31 名が、令和元年東日

本台風による災害をきっかけに、災害時にも役立つ

簡単レシピを考案し、まとめた「“あなたに届けた

い”私たちの応援レシピ災害編」を２月に発刊し

た。ホームページで公開するとともに、地域の関係

者や団体等へも配布し、発災時に地域住民の健康を

守る一助となることが期待されている。 

 

④ 子育て講座、子育て支援担当者の連携協議会の開催（こども学科） 

地域で子育てをする保護者（親子）を対象に「オンラインおしゃべりカフェ」（計

４回、延べ７組 14 人参加）、「オンライン子育て講座」（計２回、延べ６組 12 人参加）

を実施した。これらの活動には、保護者支援の実際を学ぶことを目的として保育者

をめざす学生も運営スタッフとして参画した（学生延べ 16 人参加）。 

また、子育て中の親子に関する情報共有や関係機関の連携を目的として、長野県

内の地域子育て支援の実務担当者を対象とした協議会をオンラインで開催した。長

野市、飯綱町、松本市、飯田市から参加があった。行政関係者のほか、保育所、子育

て支援センターや子育てひろば、ＮＰＯ法人など、地域で保育や子育て支援、子ども

宅食などに取り組む多様な関係者との連携を図った（計１回、延べ 18 人参加）。 

 

 

 

 

 

 

⑤ 飯綱町の委託事業による地域子育て支援センタ

ー設立準備と保育士研修の実施（こども学科） 

地域で子育てをする保護者（親子）を対象に「マ

マとねんねちゃんのおしゃべりカフェ」（計４

回、延べ 31 組 63 人参加）、「新米ママ＆パパのた

めの子育て講座」（計３回、延べ 46 組 92 人参加）

を実施した。これらの活動には、保護者支援の実

際を学ぶことを目的として保育者をめざす学生

も運営スタッフとして参画した（学生延べ 92 人

参加）。 

また、子育て中の親子に関する情報共有や関係機関の連携を目的として、長野市

や周辺地域の地域子育て支援の実務担当者を対象とした協議会を開催した。行政

関係者のほか、子育て支援センター職員、保育関係者、助産師など、地域で子育

て支援、虐待対応などに取り組む多様な関係者との連携を図った（計２回、延べ

28 人参加）。 

 

  ⑥ 学生による地域子育て支援活動（こども学科） 

こども学科の「ひろば」での子育て支援活動はコロナ禍で実施できなかったが、

〈地域貢献サークルぐるんぱ〉の学生が主体となって子育て家庭向けのオペレッ

タ・おもちゃづくり・わらべうた遊びなどの配信を継続的に行った。３月には、子

育て情報誌「ぐるんぱ」（月刊、オンラインでも閲覧可）を発行した。また、オン

ラインでの「親子のひろば」を開催した（１回）。 

 

 

[リーフレット] 

[応援レシピ冊子] 

[オペレッタ] [子育て情報誌] 

[装飾づくり] 
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３ 学びの場の提供 

① 県民や学生に対する多様な学びの機会の提供 

地域に開かれた大学として、令和元年度に引き続き、「信州ソーシャル・イノベーシ

ョン塾」、「専門職向け起業塾」、「公開講座」、「コラボ公開講座」を開催した。 

また、県教委とＫＤＤＩ㈱との包括連携協定に基づく連携事業として本学の学生や

県立高校生、長野高専生を対象に第一線で活躍する若手起業家による「ベンチャー起

業家講演会」を開催した。さらに、学生自らが企画、ゲスト調整、広報、当日運営な

ど一連の活動に取り組む学生先導型公開講座「UNMUTE YOURSELF」を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

[ベンチャー起業家講演会開催実績 テーマ「ベンチャー起業家が語る起業家マインド」] 

開催日 ゲスト 

９/23 ㈱TASTE LOCAL代表取締役社長 篠塚考哉氏 

10/21 アル㈱創業者、CEO 古川健介氏 

11/25 ㈱ルクサ創業初期メンバー・元CEO、現ビズリーチ取締役 村田聡氏 

12/９ ㈱Moonshot代表取締役CEO 菅原健一氏 

１/20 コネヒト㈱創業者、元CEO 大湯俊介氏 

[学生先導型公開講座「UNMUTE YOURSELF」開催実績] ～理事長裁量経費活用事業～ 

12/16 「居場所」を求めて～ゲストハウスオーナーと考える「自分の居場所」～ 

（1166バックパッカーズ宿主 飯室織絵氏、オランダで日本人向けゲスト

ハウス運営 内海祥子氏） 

12/21 多文化共生を考える（翻訳家、通訳者 金田ブレンダ氏） 

２/17 Arts in a Trans-Global Time（MADプログラム・ディレクター／NPO法人

AIT副ディレクタ—  ロジャー・マクドナルド氏） 

３/５ GROWばる～as a member of globalization～ 

（ニュージーランド国会議員 Melissa Lee氏） 

② 県内教育機関との連携 

８月４日に長野県教育委員会、ＫＤＤＩ㈱と３者で包括連携協定を締結した。IT

に優れた知見と技術を有し起業支援にも実績のある企

業と県内すべての県立高校を所管する県教委との連携

により取組の幅が広がった。その成果として、９月から

実施された「ベンチャー起業家講演会」には、本学学生

に加えて延べ 10 人を超える高校生も参加したほか、高

校生と企業経営者の交流を図る「JIBUN 発 旅する

ラボ」も動き出した。 

また、県内高校の人材育成に資するため、飯山高校探究科授業や軽井沢高校「魅

力化検討委員会」、上田高校「北陸新幹線サミット」、木曽青峰高校「未来の学校

構築事業」等の実施を CSI 教職員が支援した。 

 

③ 学生による地域との連携・交流の主な取組 

各種団体が開催するイベント等に希望する学生を積極的に参加させるなど、ＣＳ

Ｉと地域コーディネーターが以下のような機会を作ることにより、学生による地域

との連携・交流を促進した。 

     ア ソーシャル・イノベーション創出センターの取組例 

学生が具体的な地域の企業や自治体のプロジェクトにリモート参加し、大学で

の学びを実践の中で深める学習（RPBL）プログラムを、松川町、カミツレ研究所

（池田町）と連携のもと試行した。またリモート参加型という特色を新しい働き

方、社会参画の形として IT 関連イベント「Nagano Fledge」にて実践報告した。 

また、学生による具体的な起業２件をＣＳＩ及びアドバイザリー・メンバー等

が支援した。具体的には、「合同会社キキ（学生シェアハウスと地域でのコミュ

ニティ形成事業）」、「ODDO coffee（特徴あるコーヒー等販売）」が、地域の支援

も受け、起業した。 

 

 

 

 

 

 

 

 [ベンチャー起業家講演会] 
[学生先導型公開講座] 

[包括連携協定県教委、KDDI㈱] 

[RPBL（松川町）] [ODDO coffee] [学生向けシェアハウス] 
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イ 地域コーディネーターの取組例 

「地域循環共生圏づくりプラットフォーム」構築に向けた地域資源の整理や地

域ビジネス創出等のためのワークショップ（環境省事業、根羽村、学生１人参加）、

「飯山グッドビジネス」における新規ビジネスの創出支援、県地域振興局主催の

起業塾での講義などに取り組んだ。 

また、地域づくりの拠点となるコワーキングスペース（茅野市、富士見町、塩

尻市等）を訪問し意見交換するとともに、県内の全コワーキングスペースに各種

イベントの案内を行う等関係づくりを進めた。 

なお、これらの取組と本学の多様な講義（「アントレプレナーシップ論」（CSI セ

ンター長）、「キュレーター概論」（チーフ・キュレーター）をはじめ様々な教員に

よる講義）との連携を図り、大学教育との連携を進めている。 

【Ⅵ 国際交流】 

１ 留学生の受入及び派遣促進 

   留学生の受入については、新型コロナの影響で「2020 年度日本留学試験」の第

１回（７月）の中止、日本国内の語学学校で学ぶ学生の新規入国停止等の悪条件の

中、日本大学連合学力試験（JPUE）を活用し香港より１人の入学者獲得に至った。 

    また、継続的な海外広報活動として、香港、台湾、マレーシアの現役高校生及び

その保護者等を対象としたオンライン大学説明会「日本留学文化展」への出展及び 

本学の留学生による英語版大学紹介動画（https://youtu.be/JYUic2FLXDU）を制作

した。 

   派遣については、令和元年度に交換留学協定の締結を行った明知大学校（韓国）

及び天主教輔仁大学（台湾）に令和２年後期からの派遣を目指し４人の学生の選考

を行い、留学先大学からの入学許可も得ていたが、新型コロナの感染拡大の影響に

よりいずれの学生も留学を断念した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 再生可能エネルギー100％による電力調達を宣言 

  本学は、長野県立大学三輪キャンパス及び後町キャンパスで使用する電力を、令和

３年４月１日から全て再生可能エネルギーに切り替えることに伴い、３月に長野県や

企業等との共同会見を行った。この取組は、国公立大学においては初めてであり、本

学が１年間に排出する温室効果ガスはおよそ現在の１／４へと大幅に削減される。な

お、長野県 ＳＤＧｓ推進企業登録制度の登録（令和元年６月）に際し、重点的な取組

の一つとして掲げた「排出CO2を2030年までに30％削減」という目標も、この取組によ

り達成することとなる。 

 

 

 
 
 
 
 

 

 
［日本留学文化展の様子］ ［大学紹介動画（英語版）］ 

業務運営等に関する特記事項 

［共同会見の様子］ 


